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社会技術の“実装”に
挑み続ける理由

ケース1 油流出事故回収物の微生物分解処理
ケース2 津波災害シミュレータを活用した防災啓発活動
ケース3 被災者台帳を用いた生活再建支援システム
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理 事 長 茶 話

―科学技術に対する意識は東日本大震

災をきっかけに変化したと感じますか？

　今回の大震災では、自然の大きな力の前

に、科学技術があまりにも無力であるという

ことが示されました。また、科学技術のもつ危

険な面が現れ、私たちの生活を脅かす深刻

な事態となったことで国民に科学技術に対

する不安や不信をよんでいます。私個人とし

ては、科学技術界はまず反省からスタートせ

ねばならないと感じています。

　一方で、高度な文明を維持していくために

は、これからも科学技術を利用していく必要

があります。それには、科学技術を社会が上

手にコントロールしていく仕組みが大切だと

思います。

―被災地が復興するためにJSTが果た

す役割は何でしょうか？

　阪神・淡路大震災からの復興では、「被災

地を日本の最先端医療の中心地に」と、神

戸医療産業都市構想が推進されてきまし

た。今回の被災地ではどのような未来が描

かれるのでしょうか。私はそのなかに「新エネ

ルギーの中心地」といった言葉が入ると、地

域に新たな雇用が生まれ、そこで生活するた

めの収入の道が開かれると期待しています。

　JSTは科学技術を振興する役割を担って

います。被災地が復興するとき、どのような未

来を選ぶことができるのか、さまざまな未来へ

の提案をJSTの研究開発戦略センター

（CRDS）や社会技術研究開発センター

（RISTEX）、低炭素社会戦略センター

（LCS）などが行っていきます。さらに、この困

難な時期に国民と科学者をつなぐコミュニケ

ーションの仕組みづくりをすることも、JSTの

大きな任務の1つです。

（聞き手：産学連携展開部 松本葵）

3月11日の東日本大震災は、日本の社会に大きな衝撃を与えた。
震災からの復興はもちろんだが、現代の日本には、環境、エネルギー、
少子高齢化など、ほかにも解決すべきさまざまな社会問題がある。
その解決のためのキーとなるのが社会技術の“実装”だ。
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社会技術の“実装”では、コミュ
ニケーションが重要であるとい
う。対象が行政であれ市民であ
れ、相手を説得するプロセスが
必ず含まれる。写真は津波によ
る災害をシミュレートできる「動く
ハザードマップ」（P10）。「逃げ
なくても大丈夫」と安心している
住民を、何をおいても逃げる人
へと意識改革するための、必須
のコミュニケーション・ツールだ。
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来年3月に、第1回「科学の甲子園」全国大会を兵庫県で開催！
今夏から各都道府県で、出場校の予選が始まります。

低炭素社会戦略センター（LCS）設立1周年シンポジウムを開催
東日本大震災からの「復興」を視野に、低炭素社会へのシナリオを提示

チーム内で協力して実験や工作などの実技も行う「科学
の甲子園」では、科学を活かして使う能力が必要となる。

LCS の小宮山宏センター長が基調講演を行い、「日々の
くらし」からの低炭素化の重要性について話しました。

協働しながら課題解決を目指す形式なの
で、最適なチーム編成やチームワークも重
要になります。順位は、各競技の合計得点
によって決まり、優勝チームには文部科学
大臣賞が授与されます。
「科学の甲子園」は、全国の科学好きな
高校生が集い、チーム対抗で競い合い、
活躍できる場となることを目指しています。
こうした場をきっかけに科学に興味を持つ
生徒たちが増え、お互いに高めあう機会に
もなるでしょう。
　都道府県の代表チーム選考は各自治体
の教育委員会により、2011年の8月から全
国各地で始まります。詳しくは、ホームペー
ジ(http://rikai.jst.go.jp/koushien/)をご
覧いただくか、各都道府県の教育委員会ま
でお問い合わせください。

　2011年度より「科学の甲子園」がスタ
ートします。第１回となる全国大会は来年
(2012年)3月24日(土)～26日(月)、兵庫
県西宮市の兵庫県立総合体育館で開催
され、各都道府県を代表する高等学校等
（中等教育学校後期課程、高等専門学校
も含む）の1､2年生6～8人のチームが筆
記競技と実技競技に挑み、理科・数学・情
報などの複数分野の実力を競い合います。
　筆記競技は、物理、化学、生物、地学、数
学、情報や、それらの複合問題が出題され、
知識だけでなく、知識を活用、応用する能力
が試されます。実技競技は、主に物理、化
学、生物、地学の各分野の実験や観察を
通して考察する能力を競う「実験系」と、科
学技術の知識や応用力を総合的に活用し
て、アイデアやものづくり、コミュニケーショ

ン、プレゼンテーション能力などを競う「総合
系」が行われます。
　各チームは、競技ごとに出場する選手を
選んで課題に挑戦。各競技ともチーム内で

ように変化しうるか所見を提示しました。
これまでLCSでは、2020年までに原子
力発電所を8基増設する条件のもとに、
低炭素社会実現のためのシナリオを研
究してきました。しかし福島第一原子力発
電所の事故の影響を考慮して、原子力
発電依存率を減らした５つのケースを提
案し、その場合の電力コストやCO2排出
量の変化を示しました。
　今回のシンポジウムでは、「復興」がキ
ーワードとなって、参加者からも大きな反
響がありました。今後LCSでは、低炭素
社会実現と震災復興のために尽力しま
す。

　5月10日、低炭素社会戦略センター
（LCS）設立1周年を機に、シンポジウム
「低炭素社会実現に向けたシナリオと戦
略」を開催し、394名が参加しました。
　LCSは、経済成長と二酸化炭素削減
が両立する「快適で豊かな低炭素社会」
を実現するために、科学的知見にもとづ
いた提案を行っています。本シンポジウム
では、家庭にある古い家電をエネルギー
効率が高い最新家電へ買い替えること
で、家計が豊かになることを定量的に示
しました。これは、一般的に唱えられてい
る「省エネ負担論」を覆す研究成果です。
　また、LCSが震災後いち早く提案した
復興シナリオについても紹介しました。被
災地も、「低炭素」「高齢化」「震災復
興」の３つをキーワードとして再生を図るこ

とで、付加価値のある快適で豊かなまち
づくりが可能だと考えています。
　そして、現在原子力や火力への依存度
が高い日本のエネルギー源は、今後どの
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　JSTは登録制コミュニティサイト「Friends 
of SATREPS」(https://fos.jst.go.jp/)
を開設しました。
　SATREPSとは、JSTと独立行政法人国
際協力機構(JICA)が行っている「地球規
模課題対応国際科学技術協力(Science 
and Technology Research Partnership 
for Sustainable Development)」です。
JSTとJICAの連携により、科学技術の競
争的資金と政府開発援助(ODA)を組み合
わせた、3～5年間の国際共同研究プログ
ラムです。開発途上国のニーズにもとづい
て、国際社会が共同で取り組むことが求め
られる地球規模の課題にチャレンジし、その
具体的な研究成果を社会に還元すること
を目指しています。
　2008年にスタートしたSATREPSでは、
アジアやアフリカ諸国をはじめ33カ国で
「環境・エネルギー」「生物資源」「防災」
「感染症」の4つの研究分野を対象に60

の研究がすすめられています。具体的な活
動内容や成果は、ホームページ(http://
www.jst.go.jp/global/)でご覧ください。
　今回スタートした「Friends of SATREP
S」は、SATREPSのファンや関係者のニー
ズから誕生したソーシャル・ネットワーキング・

サービス（SNS）です。SATREPSの研究
者や関係者だけでなく、企業やNGO、途上
国開発に携わる方々など、これまで
SATREPSに関わりがなかった皆様もご登
録いただけます。
「Friends of SATREPS」は皆様とSATR
EPS関係者の連携を促進、支援するプラッ
トフォームで、日本語と英語に対応しており、
以下のような機能を提供します。
①SATREPSに関するニュースやイベント
情報の受け取り
②SATREPSプロジェクトと外部の皆様の
結びつき
③意見交換や新たなチームメイト探し
④プロジェクト関係者間での情報共有
　SATREPSは、個別に課題に取り組んで
きた人々が手を取り合うことによって推進さ
れています。ぜひ、「Friends of SATREPS」
に登録し、新たな出会いと情報交換の場と
してご利用ください。

地球と社会の未来を考える国際科学技術協力のプラットホーム
登録制コミュニティサイト「Friends of SATREPS」を開設！

研究成果展開事業A-STEP本格研究開発ステージ シーズ育成タイプ／研究開発課題「超高速光イメージング技術の実用性検証」

2000万コマ／秒の超高速動画の撮影が可能に！
超高速現象の解明につながるCMOSイメージセンサの開発に成功 　日本科学未来館で6月11日(土)から10月2日(日)まで、企画展

「メイキング・オブ・東京スカイツリー®-ようこそ、天空の建設現場へ-」
を開催します。本企画展は東京スカイツリーをシンボルとして、世界
一の高さを誇る自立式電波塔の建設を可能にした先端の科学技
術をご紹介します。
　高層建築技術を切り口に5つのゾーンから構成された展示会会

場では、東京スカイツリーの
頂上で作業をする解体用ク
レーンの展示や、建設現場
を撮影した迫力のハイビジョ
ン映像などでリアルな雰囲
気を体験。建設中の東京ス
カイツリーの高さから撮影し
た3D映像を実物のタワーク
レーンに乗り込んで眺め、現
場の作業員の視点を疑似
体験することもできます。
　今回の企画や会場設計
には、実際に東京スカイツリ
ーの設計や施工を担当した
メンバーが参加しています。
建設に直接関わった人の声
を反映した、よりリアルな建
設現場が再現されていま

日本科学未来館で企画展
「メイキング・オブ・東京スカイツリー®」を開催します。

NEWS06 す。施工に使われた実機や設計図など、数々の資料を通して建設
現場の先端を知るとともに、日本独自のものづくりの文化と思想を
再認識しながら、理想の未来都市について考えます。詳しくはホー
ムページ(http://www.miraikan.jst.go.jp/)をご覧ください。

　日本最大級のサイエンスコミュニケーションイベント「サイエンス
アゴラ」を今年も11月18日(金)から20日(日)まで、東京のお台場
地区で開催します。「アゴラ」とはギリシャ語で「ひろば」の意味。私
たちとサイエンス、そして社会との関係について考える「ひろば」が
サイエンスアゴラです。サイエンスだけでなく、あらゆる分野の専門
家、子どもから大人まで多様な人々が集い、立場を超えてコミュニ
ケーションを深めます。
「サイエンスアゴラ2011」のテーマは「新たな科学のタネをまこう 
－ 震災からの再生をめざして」。サイエンスをめぐるこれまでのあり
方への反省も踏まえ、希望の持てる未来の構築や、よりよい社会
への再スタートにつながるような、意欲的なサイエンスコミュニケー
ションの場にしたいと考えています。
　現在「サイエンスアゴラ2011」では、出展企画を公募中です。
個人、団体を問わず、どなたでも応募が可能です。昨年の「サイエ
ンスアゴラ2010」では、全145プログラム中の8割強を公募企画
が占めました。出展を希望する方は6月22日までに公式HP
（http://www.scienceagora.org）の応募フォームからエントリー
し、7月25日までに企画の詳細を登録してください。サイエンスと社
会や参加者の関わりを考えるテーマや、参加者の主体性を引き出
す企画をお待ちしています。

「サイエンスアゴラ2011」の企画募集を開始しました。
NEWS07

　東北大学大学院工学研究科技術社会
システム専攻の須川成利教授は、株式会
社島津製作所と共同で、最高2000万コ
マ／秒という超高速の動画撮影が可能な
CMOSイメージセンサを開発しました。
　これまで、CCDイメージセンサで100万
コマ／秒程度の撮影速度を実現した例が
ありましたが、CCDセンサは消費電力が大
きいため発熱しやすく、それ以上の高速化
は困難でした。しかし、CMOSセンサには
消費電力が少ないという特長があり、発熱
が低く抑えられます。
　一般的なイメージセンサは、入射光で生
じた電荷を画素で集めて電気信号に変
換、伝送線で出力端子へ送り、１コマずつ
センサの外部のメモリで記録する仕組み
です。撮影速度は、画素で電荷が集められ
る速さと、伝送線内を信号が伝わる速さ、さ
らに伝送線の本数によって決まります。須
川教授らは、画素内部の電界分布(電荷

を動かす力の分布）を最適化し、さらに伝
送線での信号劣化を最小限に抑える設
計で、撮影速度を高めました。

　また、従来のCMOSセンサは出力端子
の数によって伝送線の本数が制限されて
いましたが、今回開発したセンサはメモリを
内蔵し、撮影中は内蔵メモリに各コマの全
画素信号を同時並列的に記録し、撮影後
に外部に読み出す方式を取っています。出
力端子の数の制約を受けずに伝送線の本
数を増やすことができるため、これまで高速
とされていたCCDセンサに比べて20倍にも
なる、超高速での動画撮影を実現しました。
　今回の成果により、100万分の１秒以
下の短時間で起こる物質の変形や破壊、
放電などの現象を詳細に観察できるように
なり、新たな材料や加工技術の開発が促
進されるものと期待されます。

　東北大学大学院工学研究科の西澤松
彦教授、独立行政法人産業技術総合研
究所(産総研)ナノチューブ応用研究セン
ターの畠賢治上席研究員らは、酵素とカー
ボンナノチューブ（CNT）を均一に複合化
した柔軟なフィルムを開発しました。このフ
ィルムを電極(酵素電極)に用いたバイオ
電池は、果糖水溶液から過去最高の出力
密度で発電しました。
　酵素電極は、医療・環境・食品分野の
計測に必須のバイオセンサや、生体・環境
に優しく安全な電源として期待されるバイ
オ電池のコア部品です。しかし、従来の酵
素電極はカーボン微粒子やCNTを焼き固
めて作るために、強度が脆く、変形もできな
いという欠点があります。また、先に多孔性
のナノ電極を作ってから内部に酵素を固
定するプロセスをとるため、孔と同程度の
ナノサイズの酵素を導入するのは極めて
困難でした。

　西澤教授と畠上席研究員らは、産総研
が開発したスーパーグロース法で作製した
CNTフィルムをナノ電極に用いることで、そ
れらの問題を解決しました。CNTフィルム
は、長さ1mmのCNTが16nm(1nmは10
億分の1m)間隔で整然と並んだもので、
CNTの間に酵素の溶液が容易に浸透しま
す。十分に浸み込ませたフィルムを乾燥さ
せると、数分間でCNTの間隔が酵素のサ

イズまで収縮。内部構造が酵素のサイズに
あわせて自動的に調節される、「酵素ナノ
電極」となることを確認しました。
　今回得られた電極は柔軟な自立型フィ
ルムで変形させやすく、「巻く」「貼る」など
しても活性が低下しません。西澤教授と畠
上席研究員らは、この技術の特許を出願
済みで、実用化に向けた研究開発のパー
トナー企業を募集しています。

戦略的創造研究推進事業CREST「プロセスインテグレーションによる機能発現ナノシステムの創製」
研究課題「電気化学的な異種材料ナノ集積化技術の開拓とバイオデバイス応用」
           「自己組織プロセスにより創製された機能性・複合ＣＮＴ素子による柔らかいナノＭＥＭＳデバイス」

酵素を内部に閉じ込めた柔らかい電極フィルムを開発
これを用いたバイオ電池が果糖水溶液で過去最高の発電！

NEW

●撮影例：エアガンから発射された
　6ｍｍ径の玉の着弾により
　破壊されるガラス板

 Good

「Friends  of  SATREPS」マイホーム画面。
お気に入りのコミュニティに参加してみよう。

会場には、レゴ®ブロックで作った1/100スケ
ールモデルの東京スカイツリー®が登場します。
ⓒ2011 The LEGO Group.

撮影速度は2000万コマ／秒。図中の＃数字はコマ番号
で、カッコ内は１コマ目からの経過時間（単位はマイクロ
秒）。着弾点からまず放射状の亀裂が伸び、次に円環状
の亀裂が発生しますが、亀裂の発生や伸展の様子が0.05
マイクロ秒の時間分解能で観察できます。赤枠内では、円
環状の亀裂が91コマ目に発生していることがわかります。

果糖を酸化する「フルクトースデヒドロ
ゲナーゼ」と酸素を還元する「ラッカー
ゼ」の各酵素を内包するCNTフィルム
で電極フィルムを作製。これを用いて、果
糖水溶液に酸素を飽和させたバイオ電
池の発電実験を行った結果、過去の最
高値を大きく上まわる出力密度を得た。

果糖水溶液

5.0mm

酵素電極フィルム
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科学技術振興機構（JST）の最近のニュースから……
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　JSTは登録制コミュニティサイト「Friends 
of SATREPS」(https://fos.jst.go.jp/)
を開設しました。
　SATREPSとは、JSTと独立行政法人国
際協力機構(JICA)が行っている「地球規
模課題対応国際科学技術協力(Science 
and Technology Research Partnership 
for Sustainable Development)」です。
JSTとJICAの連携により、科学技術の競
争的資金と政府開発援助(ODA)を組み合
わせた、3～5年間の国際共同研究プログ
ラムです。開発途上国のニーズにもとづい
て、国際社会が共同で取り組むことが求め
られる地球規模の課題にチャレンジし、その
具体的な研究成果を社会に還元すること
を目指しています。
　2008年にスタートしたSATREPSでは、
アジアやアフリカ諸国をはじめ33カ国で
「環境・エネルギー」「生物資源」「防災」
「感染症」の4つの研究分野を対象に60

の研究がすすめられています。具体的な活
動内容や成果は、ホームページ(http://
www.jst.go.jp/global/)でご覧ください。
　今回スタートした「Friends of SATREP
S」は、SATREPSのファンや関係者のニー
ズから誕生したソーシャル・ネットワーキング・

サービス（SNS）です。SATREPSの研究
者や関係者だけでなく、企業やNGO、途上
国開発に携わる方々など、これまで
SATREPSに関わりがなかった皆様もご登
録いただけます。
「Friends of SATREPS」は皆様とSATR
EPS関係者の連携を促進、支援するプラッ
トフォームで、日本語と英語に対応しており、
以下のような機能を提供します。
①SATREPSに関するニュースやイベント
情報の受け取り
②SATREPSプロジェクトと外部の皆様の
結びつき
③意見交換や新たなチームメイト探し
④プロジェクト関係者間での情報共有
　SATREPSは、個別に課題に取り組んで
きた人々が手を取り合うことによって推進さ
れています。ぜひ、「Friends of SATREPS」
に登録し、新たな出会いと情報交換の場と
してご利用ください。

地球と社会の未来を考える国際科学技術協力のプラットホーム
登録制コミュニティサイト「Friends of SATREPS」を開設！

研究成果展開事業A-STEP本格研究開発ステージ シーズ育成タイプ／研究開発課題「超高速光イメージング技術の実用性検証」

2000万コマ／秒の超高速動画の撮影が可能に！
超高速現象の解明につながるCMOSイメージセンサの開発に成功 　日本科学未来館で6月11日(土)から10月2日(日)まで、企画展

「メイキング・オブ・東京スカイツリー®-ようこそ、天空の建設現場へ-」
を開催します。本企画展は東京スカイツリーをシンボルとして、世界
一の高さを誇る自立式電波塔の建設を可能にした先端の科学技
術をご紹介します。
　高層建築技術を切り口に5つのゾーンから構成された展示会会

場では、東京スカイツリーの
頂上で作業をする解体用ク
レーンの展示や、建設現場
を撮影した迫力のハイビジョ
ン映像などでリアルな雰囲
気を体験。建設中の東京ス
カイツリーの高さから撮影し
た3D映像を実物のタワーク
レーンに乗り込んで眺め、現
場の作業員の視点を疑似
体験することもできます。
　今回の企画や会場設計
には、実際に東京スカイツリ
ーの設計や施工を担当した
メンバーが参加しています。
建設に直接関わった人の声
を反映した、よりリアルな建
設現場が再現されていま

日本科学未来館で企画展
「メイキング・オブ・東京スカイツリー®」を開催します。

NEWS06 す。施工に使われた実機や設計図など、数々の資料を通して建設
現場の先端を知るとともに、日本独自のものづくりの文化と思想を
再認識しながら、理想の未来都市について考えます。詳しくはホー
ムページ(http://www.miraikan.jst.go.jp/)をご覧ください。

　日本最大級のサイエンスコミュニケーションイベント「サイエンス
アゴラ」を今年も11月18日(金)から20日(日)まで、東京のお台場
地区で開催します。「アゴラ」とはギリシャ語で「ひろば」の意味。私
たちとサイエンス、そして社会との関係について考える「ひろば」が
サイエンスアゴラです。サイエンスだけでなく、あらゆる分野の専門
家、子どもから大人まで多様な人々が集い、立場を超えてコミュニ
ケーションを深めます。
「サイエンスアゴラ2011」のテーマは「新たな科学のタネをまこう 
－ 震災からの再生をめざして」。サイエンスをめぐるこれまでのあり
方への反省も踏まえ、希望の持てる未来の構築や、よりよい社会
への再スタートにつながるような、意欲的なサイエンスコミュニケー
ションの場にしたいと考えています。
　現在「サイエンスアゴラ2011」では、出展企画を公募中です。
個人、団体を問わず、どなたでも応募が可能です。昨年の「サイエ
ンスアゴラ2010」では、全145プログラム中の8割強を公募企画
が占めました。出展を希望する方は6月22日までに公式HP
（http://www.scienceagora.org）の応募フォームからエントリー
し、7月25日までに企画の詳細を登録してください。サイエンスと社
会や参加者の関わりを考えるテーマや、参加者の主体性を引き出
す企画をお待ちしています。

「サイエンスアゴラ2011」の企画募集を開始しました。
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　東北大学大学院工学研究科技術社会
システム専攻の須川成利教授は、株式会
社島津製作所と共同で、最高2000万コ
マ／秒という超高速の動画撮影が可能な
CMOSイメージセンサを開発しました。
　これまで、CCDイメージセンサで100万
コマ／秒程度の撮影速度を実現した例が
ありましたが、CCDセンサは消費電力が大
きいため発熱しやすく、それ以上の高速化
は困難でした。しかし、CMOSセンサには
消費電力が少ないという特長があり、発熱
が低く抑えられます。
　一般的なイメージセンサは、入射光で生
じた電荷を画素で集めて電気信号に変
換、伝送線で出力端子へ送り、１コマずつ
センサの外部のメモリで記録する仕組み
です。撮影速度は、画素で電荷が集められ
る速さと、伝送線内を信号が伝わる速さ、さ
らに伝送線の本数によって決まります。須
川教授らは、画素内部の電界分布(電荷

を動かす力の分布）を最適化し、さらに伝
送線での信号劣化を最小限に抑える設
計で、撮影速度を高めました。

　また、従来のCMOSセンサは出力端子
の数によって伝送線の本数が制限されて
いましたが、今回開発したセンサはメモリを
内蔵し、撮影中は内蔵メモリに各コマの全
画素信号を同時並列的に記録し、撮影後
に外部に読み出す方式を取っています。出
力端子の数の制約を受けずに伝送線の本
数を増やすことができるため、これまで高速
とされていたCCDセンサに比べて20倍にも
なる、超高速での動画撮影を実現しました。
　今回の成果により、100万分の１秒以
下の短時間で起こる物質の変形や破壊、
放電などの現象を詳細に観察できるように
なり、新たな材料や加工技術の開発が促
進されるものと期待されます。

　東北大学大学院工学研究科の西澤松
彦教授、独立行政法人産業技術総合研
究所(産総研)ナノチューブ応用研究セン
ターの畠賢治上席研究員らは、酵素とカー
ボンナノチューブ（CNT）を均一に複合化
した柔軟なフィルムを開発しました。このフ
ィルムを電極(酵素電極)に用いたバイオ
電池は、果糖水溶液から過去最高の出力
密度で発電しました。
　酵素電極は、医療・環境・食品分野の
計測に必須のバイオセンサや、生体・環境
に優しく安全な電源として期待されるバイ
オ電池のコア部品です。しかし、従来の酵
素電極はカーボン微粒子やCNTを焼き固
めて作るために、強度が脆く、変形もできな
いという欠点があります。また、先に多孔性
のナノ電極を作ってから内部に酵素を固
定するプロセスをとるため、孔と同程度の
ナノサイズの酵素を導入するのは極めて
困難でした。

　西澤教授と畠上席研究員らは、産総研
が開発したスーパーグロース法で作製した
CNTフィルムをナノ電極に用いることで、そ
れらの問題を解決しました。CNTフィルム
は、長さ1mmのCNTが16nm(1nmは10
億分の1m)間隔で整然と並んだもので、
CNTの間に酵素の溶液が容易に浸透しま
す。十分に浸み込ませたフィルムを乾燥さ
せると、数分間でCNTの間隔が酵素のサ

イズまで収縮。内部構造が酵素のサイズに
あわせて自動的に調節される、「酵素ナノ
電極」となることを確認しました。
　今回得られた電極は柔軟な自立型フィ
ルムで変形させやすく、「巻く」「貼る」など
しても活性が低下しません。西澤教授と畠
上席研究員らは、この技術の特許を出願
済みで、実用化に向けた研究開発のパー
トナー企業を募集しています。

戦略的創造研究推進事業CREST「プロセスインテグレーションによる機能発現ナノシステムの創製」
研究課題「電気化学的な異種材料ナノ集積化技術の開拓とバイオデバイス応用」
           「自己組織プロセスにより創製された機能性・複合ＣＮＴ素子による柔らかいナノＭＥＭＳデバイス」

酵素を内部に閉じ込めた柔らかい電極フィルムを開発
これを用いたバイオ電池が果糖水溶液で過去最高の発電！

NEW

●撮影例：エアガンから発射された
　6ｍｍ径の玉の着弾により
　破壊されるガラス板

 Good

「Friends  of  SATREPS」マイホーム画面。
お気に入りのコミュニティに参加してみよう。

会場には、レゴ®ブロックで作った1/100スケ
ールモデルの東京スカイツリー®が登場します。
ⓒ2011 The LEGO Group.

撮影速度は2000万コマ／秒。図中の＃数字はコマ番号
で、カッコ内は１コマ目からの経過時間（単位はマイクロ
秒）。着弾点からまず放射状の亀裂が伸び、次に円環状
の亀裂が発生しますが、亀裂の発生や伸展の様子が0.05
マイクロ秒の時間分解能で観察できます。赤枠内では、円
環状の亀裂が91コマ目に発生していることがわかります。

果糖を酸化する「フルクトースデヒドロ
ゲナーゼ」と酸素を還元する「ラッカー
ゼ」の各酵素を内包するCNTフィルム
で電極フィルムを作製。これを用いて、果
糖水溶液に酸素を飽和させたバイオ電
池の発電実験を行った結果、過去の最
高値を大きく上まわる出力密度を得た。

果糖水溶液

5.0mm

酵素電極フィルム



研究開発成果実装支援プログラム社会技術研究開発センター（RISTEX） Feature01
●研究成果を活用した社会問題の解決

社会技術の研究開発成果のなかには、社会に“実装”してもさまざまな壁にはばまれて、失速し、社
会問題の解決に至らない恐れがあるものも少なくない。そうした活動を一定期間支援することで、実装
活動の展開が加速、拡大されて、支援終了後も、実装された成果が継続的に自立して社会に根付
き、社会問題の解決につながると期待される。

時間経過

現状認識

目標

実装活動の開始
（研究開発成果）

社会問題の解決

加速

実装支援機関
（JSTの支援）

実装活動の
自立的継続

失速

時間短縮
and/or

実装活動の展開の拡大
活動基盤の強化達

成
度
（
社
会
問
題
の
解
決
）

九州大学工学部冶金学科卒業。新日本製鐵株式会社で常務取締役技術
開発本部副本部長などを歴任し、日鉄技術情報センター特別顧問、国立環
境研究所監事、東京工業大学監事などを経て、JST 社会技術研究開発セ
ンター（RISTEX）プログラムオフィサー。企業の技術開発などでの豊富な経験
を生かし、2007年より研究開発成果実装支援プログラムの総括を務める。

とみうら・あずさ冨浦 梓
プログラム総括

0706 June 2011

“産業技術”が世に出る
スピードは速いが……
　携帯電話、パソコン、ＤＶＤなど、20年ほど
前まではほとんど見かけなかった機器が、今
では多くの家庭や職場にあふれている。こう
した例を見る限り、科学技術の研究開発成
果が世の中に広がるスピードは驚くほど速い
ように思われる。しかし、それは「ある分野に
限られた話だ」と、JST社会技術研究開発
センター（RISTEX）研究開発成果実装支
援プログラムのプログラム総括・冨浦梓さん
は指摘する。
「さまざまな産業につながる科学技術、すな
わち“産業技術”は、企業の開発競争によっ
て、どんどん製品化され、世に出ていきます。
一方、“社会技術（＊）”が世に出るスピード
は、かなり遅いと言わざるを得ません」

＊社会技術
環境、エネルギー、少子高齢化、自然災害、
子どもの安全など、現代社会が抱えるさまざ
まな問題を解決するために、人文、社会、自

然科学を融合して生み出される技術。「社会
の問題を解決する」ことに主眼を置く点が、
一般的な科学技術と大きく異なる。

　社会技術の研究開発成果には、社会問
題の解決にかかわる組織や機関などに有効
に利用されれば、大いに役立つと思われるも
のも少なくない。しかし、産業技術と違い、そ
うした社会技術は、世に出ないまま埋もれて
しまうことも多いのが現実だ。

社会技術に関しては
誰がリスクをとるのかあいまい
　なぜ、社会技術の研究開発成果は世に
広まりづらいのか。ポイントとなるのが、
RDDD（＊＊）のプロセスだ。

＊＊RDDD
研究開発成果が世に出るまでの、研究
（Research）→開発（Development）→実
証（Demonstration）→普及（Diffusion）の
過程のこと。

　どのような研究開発でも成果を世に出す
には、リスクが伴う。成果に間違いはないの
か、費用対効果は十分か、実際に製品にな
るのかなど。研究・開発・実証・普及の各段
階で十分な検証を行って、開発の段階で研
究が不十分だとわかれば研究に戻る。成果
の確かさを検証するために実証してみて、う
まくいかなければ研究・開発に戻る。こうした

循環のプロセスが適切に行
われ、製品の完成度を
高めることが求められ
る。

「産業技術の場合、企業がRDDDのプロ
セスを担います。費用もかかりますし、もしも
製品として世に出せないという結論が出れ
ば、まったくムダになるというリスクもある。し
かし、そこから革新的な新製品が生まれ、大
きな利益を得る可能性があると判断すれば、
自らリスクをとってRDDDに取り組むわけで
す。しかし、社会技術の場合、たとえそれによ
って社会問題を解決できたとしても、産業技
術のような大きな金銭的利益は生まれない
ものがほとんどですから、誰がリスクをとるの
かが問題になります」
　では、社会技術の場合は誰がRDDDを行
うべきなのか。社会問題の解決によって利
益を受けるのはその社会で暮らす人々だが、
RDDDにはさまざまな専門知識や場所、経
験などが求められるため、問題に関わる人々
だけで上手に解決できない場合も多い。そ
の代わりを担うべきなのは国や自治体だと考
えられるが、リスクが伴う以上、安易に税金を
投じることはできない。
　とりわけ問題となるのが、社会問題の解
決によって得られる利益に、明確な判断基
準がないことだ。安心や安全、きれいな空気
や水、美しい景観などは、人の“心”に訴える
ものだ。心は人によってまちまちだから、ある
人にとって１億円の価値があるものも、別の
人にとっては一文の値打ちもないということ
もありうる。
「例えば高速道路をつくる際、どんな地震に
も壊れないほど頑丈にすることは可能でしょ
う。しかし、それにはばく大な費用がかかる。
安全のためならそこまでしてほしいという人も
いるでしょうが、もっと安くていいという人もい
る。さまざまな立場の意見を聞いて、どの程

果をもつ研究者のなかには、自治体などの動
きを待つばかりでなく、自らの成果を自らの手
で社会に役立てたいと思っている者が少なく
ない。そこで壁として立ちはだかるのが“実
装”の難しさだ。産業技術の実証は、実験室
のなかで済むケースも少なくない。しかし、社
会技術の場合は、実際の社会というはるか
に多彩な場に実際に適応させ、作り上げて
いく必要がある。それには、自治体や市民団
体、企業、他の分野の研究者との連携も欠
かせない。１人の研究者にとってそのステー
ジはあまりに大きい。このプログラムでは
RISTEXのもつ経験や人材なども活用でき
るように研究者をサポートし、社会問題を解
決に導こうとしている。
　このプログラムが採択している実装活動
は、地震、津波、油流出などに対する防災か
ら、投薬ミス防止、トレーラーの横転防止、学
習障害、高齢者の自立支援などと多種多様
で、現在の日本が抱えるさまざまな社会問題
が見えてくる。
　さらにこのプログラムでは、このたびの東
日本大震災にあたり、復旧・復興に即効性

のある研究開発成果を実装する取り組みを
支援するための緊急公募を行った。すると、
わずか２週間の公募にもかかわらず、全国の
大学や企業、ＮＰＯ法人などから124件もの
応募があった（６件を採択）。審査にあたった
冨浦さんは、応募書類の数々から、日本の研
究者たちの熱い思いを感じたという。
「提案のほとんどすべてが、今回公募したプ
ログラムの主旨に合致し、迅速な震災の復
旧・復興にさまざまな角度から取り組もうとす
るものでした。今回はなかでも、社会実装の
基礎となる研究成果が明確なものを選びま
した。自分の研究を社会の役に立てたいと
真摯に思っている研究者が、これほどおられ
るということに驚きましたし、決してそれを無
視してはいけないと、強く感じました」
　今回の緊急公募に限らず、このプログラ
ムには、社会問題を解決したいという強い志
をもった研究者たちが集まっている。次のペ
ージからは、困難にもめげず前向きに取り組
む３人の姿から、社会技術を“実装”するため
のハードルと、それを乗り越えるための活動を
探っていく。

度の地震に耐えられるものをつくるべきかに
ついて合意を形成しなければいけません」
　議論や検討を重ねた結果をもとに、判断
基準が法令や数値として設けられていること
も多い。そこに新しい社会技術の研究開発
成果を持ち込むとなれば、すでにある法令や
基準を覆す必要が生じるケースも考えられ、
その困難さは容易に想像できる。
　もう１つ考えなければならないのは、公平
性という観点からの問題だ。
「社会技術は社会のなかで活用されて初め
て問題を解決しますが、特定の現場で技術
が活用されると、その利益を受けるのも特定
の人々に限られる場合もあります。問題解決
への取り組みにはリスクも伴うため、公平さ
に欠けるとのそしりを招きかねません」
　こうした数々の要因が積み重なった結果、
社会技術の研究開発成果は、たとえ社会の
問題を解決する大きな可能性を秘めていた
としても、世に出るチャンスを与えられないま
ま、眠り続けることも多いのだ。

自らの研究を役立てたい
という研究者の真摯な思い
　RISTEXの「研究開発成果実装支援プ
ログラム」は、こうした現状を打破するため
に、眠っている社会技術の“実装（＊＊＊）”を
支援しようという試みだ。

＊＊＊実装
社会技術を実際の社会の組織やシステムなど
に適用し、社会問題解決の可能性を探求する
こと。RDDDのうちの「実証」にもあたる。

「一般的な研究プロジェクトとは異なり、す
でに研究開発が終了して、どんな社会問題
を解決するか、その目的が明らかになってい
る活動が対象です。研究開発成果をいくつ
かの地域に“実装”して、特定の地域だけで
なく、社会全体に適用できる技術として広げ
るための支援を行うわけです。プログラムの
アドバイザーには、そのための知恵と多彩な
経歴の持ち主が集まっています」
　社会問題の解決につながる研究開発成

“実装”があってこそ
“普及”に
つながります。

3月11日の東日本大震災は、日本の社会に大きな衝撃を与えた。
震災からの復興はもちろんだが、現代の日本には、環境、エネルギー、
少子高齢化など、ほかにも解決すべきさまざまな社会問題がある。
その解決のためのキーとなるのが社会技術の“実装”だ。

研究開発成果を眠らせ続けないために
3月11日の東日本大震災は、日本の社会に大きな衝撃を与えた。
震災からの復興はもちろんだが、現代の日本には、環境、エネルギー、
少子高齢化など、ほかにも解決すべきさまざまな社会問題がある。
その解決のためのキーとなるのが社会技術の“実装”だ。社会技術の“実装”に挑み続ける理由
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●研究成果を活用した社会問題の解決

社会技術の研究開発成果のなかには、社会に“実装”してもさまざまな壁にはばまれて、失速し、社
会問題の解決に至らない恐れがあるものも少なくない。そうした活動を一定期間支援することで、実装
活動の展開が加速、拡大されて、支援終了後も、実装された成果が継続的に自立して社会に根付
き、社会問題の解決につながると期待される。

時間経過

現状認識

目標

実装活動の開始
（研究開発成果）

社会問題の解決

加速

実装支援機関
（JSTの支援）

実装活動の
自立的継続

失速

時間短縮
and/or

実装活動の展開の拡大
活動基盤の強化達

成
度
（
社
会
問
題
の
解
決
）

九州大学工学部冶金学科卒業。新日本製鐵株式会社で常務取締役技術
開発本部副本部長などを歴任し、日鉄技術情報センター特別顧問、国立環
境研究所監事、東京工業大学監事などを経て、JST 社会技術研究開発セ
ンター（RISTEX）プログラムオフィサー。企業の技術開発などでの豊富な経験
を生かし、2007年より研究開発成果実装支援プログラムの総括を務める。

とみうら・あずさ冨浦 梓
プログラム総括
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“産業技術”が世に出る
スピードは速いが……
　携帯電話、パソコン、ＤＶＤなど、20年ほど
前まではほとんど見かけなかった機器が、今
では多くの家庭や職場にあふれている。こう
した例を見る限り、科学技術の研究開発成
果が世の中に広がるスピードは驚くほど速い
ように思われる。しかし、それは「ある分野に
限られた話だ」と、JST社会技術研究開発
センター（RISTEX）研究開発成果実装支
援プログラムのプログラム総括・冨浦梓さん
は指摘する。
「さまざまな産業につながる科学技術、すな
わち“産業技術”は、企業の開発競争によっ
て、どんどん製品化され、世に出ていきます。
一方、“社会技術（＊）”が世に出るスピード
は、かなり遅いと言わざるを得ません」

＊社会技術
環境、エネルギー、少子高齢化、自然災害、
子どもの安全など、現代社会が抱えるさまざ
まな問題を解決するために、人文、社会、自

然科学を融合して生み出される技術。「社会
の問題を解決する」ことに主眼を置く点が、
一般的な科学技術と大きく異なる。

　社会技術の研究開発成果には、社会問
題の解決にかかわる組織や機関などに有効
に利用されれば、大いに役立つと思われるも
のも少なくない。しかし、産業技術と違い、そ
うした社会技術は、世に出ないまま埋もれて
しまうことも多いのが現実だ。

社会技術に関しては
誰がリスクをとるのかあいまい
　なぜ、社会技術の研究開発成果は世に
広まりづらいのか。ポイントとなるのが、
RDDD（＊＊）のプロセスだ。

＊＊RDDD
研究開発成果が世に出るまでの、研究
（Research）→開発（Development）→実
証（Demonstration）→普及（Diffusion）の
過程のこと。

　どのような研究開発でも成果を世に出す
には、リスクが伴う。成果に間違いはないの
か、費用対効果は十分か、実際に製品にな
るのかなど。研究・開発・実証・普及の各段
階で十分な検証を行って、開発の段階で研
究が不十分だとわかれば研究に戻る。成果
の確かさを検証するために実証してみて、う
まくいかなければ研究・開発に戻る。こうした

循環のプロセスが適切に行
われ、製品の完成度を
高めることが求められ
る。

「産業技術の場合、企業がRDDDのプロ
セスを担います。費用もかかりますし、もしも
製品として世に出せないという結論が出れ
ば、まったくムダになるというリスクもある。し
かし、そこから革新的な新製品が生まれ、大
きな利益を得る可能性があると判断すれば、
自らリスクをとってRDDDに取り組むわけで
す。しかし、社会技術の場合、たとえそれによ
って社会問題を解決できたとしても、産業技
術のような大きな金銭的利益は生まれない
ものがほとんどですから、誰がリスクをとるの
かが問題になります」
　では、社会技術の場合は誰がRDDDを行
うべきなのか。社会問題の解決によって利
益を受けるのはその社会で暮らす人々だが、
RDDDにはさまざまな専門知識や場所、経
験などが求められるため、問題に関わる人々
だけで上手に解決できない場合も多い。そ
の代わりを担うべきなのは国や自治体だと考
えられるが、リスクが伴う以上、安易に税金を
投じることはできない。
　とりわけ問題となるのが、社会問題の解
決によって得られる利益に、明確な判断基
準がないことだ。安心や安全、きれいな空気
や水、美しい景観などは、人の“心”に訴える
ものだ。心は人によってまちまちだから、ある
人にとって１億円の価値があるものも、別の
人にとっては一文の値打ちもないということ
もありうる。
「例えば高速道路をつくる際、どんな地震に
も壊れないほど頑丈にすることは可能でしょ
う。しかし、それにはばく大な費用がかかる。
安全のためならそこまでしてほしいという人も
いるでしょうが、もっと安くていいという人もい
る。さまざまな立場の意見を聞いて、どの程

果をもつ研究者のなかには、自治体などの動
きを待つばかりでなく、自らの成果を自らの手
で社会に役立てたいと思っている者が少なく
ない。そこで壁として立ちはだかるのが“実
装”の難しさだ。産業技術の実証は、実験室
のなかで済むケースも少なくない。しかし、社
会技術の場合は、実際の社会というはるか
に多彩な場に実際に適応させ、作り上げて
いく必要がある。それには、自治体や市民団
体、企業、他の分野の研究者との連携も欠
かせない。１人の研究者にとってそのステー
ジはあまりに大きい。このプログラムでは
RISTEXのもつ経験や人材なども活用でき
るように研究者をサポートし、社会問題を解
決に導こうとしている。
　このプログラムが採択している実装活動
は、地震、津波、油流出などに対する防災か
ら、投薬ミス防止、トレーラーの横転防止、学
習障害、高齢者の自立支援などと多種多様
で、現在の日本が抱えるさまざまな社会問題
が見えてくる。
　さらにこのプログラムでは、このたびの東
日本大震災にあたり、復旧・復興に即効性

のある研究開発成果を実装する取り組みを
支援するための緊急公募を行った。すると、
わずか２週間の公募にもかかわらず、全国の
大学や企業、ＮＰＯ法人などから124件もの
応募があった（６件を採択）。審査にあたった
冨浦さんは、応募書類の数々から、日本の研
究者たちの熱い思いを感じたという。
「提案のほとんどすべてが、今回公募したプ
ログラムの主旨に合致し、迅速な震災の復
旧・復興にさまざまな角度から取り組もうとす
るものでした。今回はなかでも、社会実装の
基礎となる研究成果が明確なものを選びま
した。自分の研究を社会の役に立てたいと
真摯に思っている研究者が、これほどおられ
るということに驚きましたし、決してそれを無
視してはいけないと、強く感じました」
　今回の緊急公募に限らず、このプログラ
ムには、社会問題を解決したいという強い志
をもった研究者たちが集まっている。次のペ
ージからは、困難にもめげず前向きに取り組
む３人の姿から、社会技術を“実装”するため
のハードルと、それを乗り越えるための活動を
探っていく。

度の地震に耐えられるものをつくるべきかに
ついて合意を形成しなければいけません」
　議論や検討を重ねた結果をもとに、判断
基準が法令や数値として設けられていること
も多い。そこに新しい社会技術の研究開発
成果を持ち込むとなれば、すでにある法令や
基準を覆す必要が生じるケースも考えられ、
その困難さは容易に想像できる。
　もう１つ考えなければならないのは、公平
性という観点からの問題だ。
「社会技術は社会のなかで活用されて初め
て問題を解決しますが、特定の現場で技術
が活用されると、その利益を受けるのも特定
の人々に限られる場合もあります。問題解決
への取り組みにはリスクも伴うため、公平さ
に欠けるとのそしりを招きかねません」
　こうした数々の要因が積み重なった結果、
社会技術の研究開発成果は、たとえ社会の
問題を解決する大きな可能性を秘めていた
としても、世に出るチャンスを与えられないま
ま、眠り続けることも多いのだ。

自らの研究を役立てたい
という研究者の真摯な思い
　RISTEXの「研究開発成果実装支援プ
ログラム」は、こうした現状を打破するため
に、眠っている社会技術の“実装（＊＊＊）”を
支援しようという試みだ。

＊＊＊実装
社会技術を実際の社会の組織やシステムなど
に適用し、社会問題解決の可能性を探求する
こと。RDDDのうちの「実証」にもあたる。

「一般的な研究プロジェクトとは異なり、す
でに研究開発が終了して、どんな社会問題
を解決するか、その目的が明らかになってい
る活動が対象です。研究開発成果をいくつ
かの地域に“実装”して、特定の地域だけで
なく、社会全体に適用できる技術として広げ
るための支援を行うわけです。プログラムの
アドバイザーには、そのための知恵と多彩な
経歴の持ち主が集まっています」
　社会問題の解決につながる研究開発成

“実装”があってこそ
“普及”に
つながります。

3月11日の東日本大震災は、日本の社会に大きな衝撃を与えた。
震災からの復興はもちろんだが、現代の日本には、環境、エネルギー、
少子高齢化など、ほかにも解決すべきさまざまな社会問題がある。
その解決のためのキーとなるのが社会技術の“実装”だ。

研究開発成果を眠らせ続けないために
3月11日の東日本大震災は、日本の社会に大きな衝撃を与えた。
震災からの復興はもちろんだが、現代の日本には、環境、エネルギー、
少子高齢化など、ほかにも解決すべきさまざまな社会問題がある。
その解決のためのキーとなるのが社会技術の“実装”だ。社会技術の“実装”に挑み続ける理由

研研研研研研研研研研研研研研研研究究究究究究究究究究究究究究究究究究開開開開開開開開開開開開開開発発発発発発発発発発発発発発成成成成成成成成成成成成成成成成成果果果果果果果果果果果果果果果ををををををををををををををを眠眠眠眠ららららせせせせ続続続続けけけけなななないいいいたたたためめめめにににに
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援を担当。竹製温泉冷却装置、杉樹皮製油吸着材など
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1
ケース

杉の樹皮を使った
天然素材の油吸着材を開発
　1997年、島根県隠岐島沖の日本海でロ
シア船籍のタンカー「ナホトカ号」の般首部
が破断し、6000キロリットルを超える大
量の重油が流出するという事故が発
生した。黒く染まった海や、油をまとっ
て死んだ海鳥の姿などの映像が、油
流出事故の環境に与える影響の大き
さを物語っていた。大分県産業科学技術
センターの斉藤雅樹さんは、それらの映像と
同時に、人々が重油を回収する光景に目を
留めたという。
「大量の油を手作業で回収していたんです
よ。油流出事故は、小規模なものを含めれば
大分県でも月に２件ほど発生しています。も
っと効果的な回収方法はないのかと思い、
研究を始めました」
　調べてみると、吸着材を使って回収する
方法が主流だが、そのほとんどに新品の石
油原料製品が利用されているとわかった。不
要なものを回収するためにわざわざ新品を使
う必要があるのか――そう疑問に思い、目を
つけたのが杉の樹皮だった。現在はバイオ
マス発電などに利用されているが、当時は製
材などの際に出るゴミとして捨てられていた
ものだ。
「親油性とはっ水性を備えているから、水面
の油を吸着するために適しているのではない
かと考えました。もともと捨てるものを有効活
用できるし、天然素材というよさもある。繊維
構造が油を保持するのに都合がよいことも
わかりました」

堆肥に油を混ぜたら
分解する微生物が現れた！
　こうして開発された杉樹皮の油吸着材は、
地元・大分の企業によって製品化され、各地
で活躍している。しかし、斉藤さんには気がか
りなことがあった。回収した後の処理方法に
問題を感じたのだ。
「杉の樹皮にしろ化学製品にしろ、油を吸
着した後は焼却するしか処理方法がないの
ですよ。これでは二酸化炭素が出て環境に
優しくない。しかも、油を吸着したといっても、

回収物全体から見た油の割合は１～２割程
度で、後は砂や木くずなど。燃やすためには、
さらに油をかけなければいけません。こんなム
ダなことはせず、油の部分だけを処理する方
法はないかと思い、調べてみたところ、重油
やガソリンなどの石油類も微生物によって分
解できるとわかったのです」
　石油がバイオ分解できるとは意外だが、す
でに海外では事例もある。ただし、なかには
疑問符がつく方法もあった。
「先行する事例では、分解力の高い微生物
を、油の流出した海岸に直接まくのです。生
態系を壊す恐れがあるので、そんなことはし
たくないと思いました」
　微生物の力を利用し、環境も破壊しない
手段はないかと探すうちに、バーク堆肥（＊）
にたどり着いた。

＊バーク堆肥
粉砕した樹皮（バーク）に家畜の糞などを混
ぜ、発酵させてつくる。花木を育てる際の土
壌改良材などとして使われる。

「樹皮には防虫・抗菌効果があることが知ら
れています。それが分解・発酵してバーク堆肥
になるのですから、バーク堆肥中には、石油を
分解する微生物もいるのではないかと考えま
した」
　そう直感し、試しにバーク堆肥の中に石油
を入れたところ、確かに分解される。調べてみ
ると、CFB(サイトファーガ・フラボバクテリウ
ム・バクテロイデス グループ)という石油分解
能力に優れた微生物が大量に発生してい
た。もともとバーク堆肥に含まれていたもの
が、エサとなる石油が大量に与えられたのをき の常識から取り残されてしまう恐れがある」と

斉藤さんは危惧する。ナホトカ号事故の際、
日本は回収した重油をすべて焼却処理し
た。しかし、その２年後にフランスで起きたエ
リカ号の重油流出事故の際、フランスはバイ
オ処理を採用し、「エコな国」として国際的に
アピールをした。日本もいつまでも焼却処理
に頼ってはいられない。
　「前例がない」という壁と戦うなかで、斉藤
さんはRISTEXのプログラムによる支援を心
強く感じているという。

「産廃処理や微生物研究の専門家など、
実装のために必要なさまざまな立場の人と
チームを組み、アドバイスをもらえることがとて
も心強いです。それに、大分県独自の取り組
みというだけではなく、専門家の審査を経て
有効な社会技術であると認められた活動だ
ということも、地位のある方とスムーズに話が
できるメリットになっています」

ダイヤモンドの原石を
指輪にしなければ…
　研究員である斉藤さんにとっては、こうした
各地での実装活動は他人に任せ、自分は別
の研究に打ち込むという道を選ぶのが一般
的だろう。それでも地道な活動を続けるのは、
もともと、「研究成果を社会に根づかせるこ
と」に、斉藤さんが強いモチベーションを抱い
ているからだ。
「じつは私は以前、ＪＳＴの職員として、さまざ
まな研究者を支援する立場にいました。そこ
で、たくさんの成果が眠ったままでいることを
知り、ダイヤモンドの原石はゴロゴロしている
のに、指輪にせずにいるようなものだと、もっ
たいなく感じました。だからこそ、研究者となっ
た今は、成果を社会に生かすことに軸足を
置こうと考えています」
　このたびの東日本大震災では、気仙沼湾
や仙台港などでオイルタンクから大量の油が
流出したという報道があった。こんな時こそ、
前例にこだわらない対応が行われることを斉
藤さんは期待している。
「行政がやらなければならないことはほかに
もたくさんあります。だからこそ、前例よりも、
本当に社会のためになるかどうかを優先して
判断してほしいですね」
　斉藤さんは実装活動を通じて、研究成果
を社会に役立たせるためには、技術的な問
題はごく一部で、そこから先にこそ、乗り越え
なければならないハードルがあるのだと実感
したという。
「論文にもならず、学者としては報われないか
もしれません。しかし、自分の出した成果は、わ
が子のようにかわいいですから、その成果が
社会に役立つための活動にも、だれよりも情
熱をもってあたることができるのだと思います」

っかけに増殖したと考えられる。研究を始めて
半年後には、実用化への手ごたえを感じた。
「大量のバーク堆肥の上に、油を吸着した
杉の樹皮のマットを置くだけで、２～6カ月で
油は分解されてしまいます。杉のマット自体も
天然素材ですから、やがてすべてが分解さ
れ、堆肥として使えるのです」
　石油を分解した後の堆肥でコマツナなど
を育て、安全であることも確認済みだが、消
費者側にも配慮し、通常の堆肥とは生産ラ
インを分けている。石油分解を行ったバーク
堆肥は農地での食糧・野菜の栽培には使わ
ず、緑地などに限定して使用するためだ。

法律に書かれた油処理法は
わずかに２つだけ
　斉藤さんは現在、このバーク堆肥を活用し
て、微生物で油を処理する技術を全国各地
に広めるべく、実装活動に取り組んでいる。
「油流出事故は全国で起きています。各地
で回収した油を、わざわざ大分まで持ってき
て処理するより、各地にバーク堆肥を活用す
る流出油のバイオ処理施設をつくったほうが
効率が良いと思いました」
　山口県と北海道での現地試験を皮切り
に、2007年にはRISTEXの研究開発成果
実装支援プログラムに採択され、岩手県や
栃木県などでも実装に向けた取り組みを始
めている。何よりも大切なのは広報活動だ。
「微生物が石油を分解すると説明しても、
多くの人は半信半疑です。そこで、地方自治
体の担当者や産廃処理業者など、関係者
に集まってもらってシンポジウムを開きます。
そこで筋道立てて説明をすれば、この方法が
焼却より優れていることは理解してもらえま
す。何よりも、堆肥に石油を吸着したマットを
大量にまいて、強烈なにおいが１～２カ月後
になくなるのを体験すれば、だれにでも効果
を実感してもらえます」
　そこまで理解が進めば、実装に問題はな
いようにも思われる。しかし、大きく立ちはだか
るのが「前例」という壁だ。
「廃掃法（＊＊）には、油処理の方法として、
焼却処理と油水分離の２つしか書かれてい
ないのです。そのため、行政側からはバイオ

わが子のように
かわいい研究成果を

社会に ！

海に流れ出たドロドロの重油をオイルフェンスで囲
い、油吸着材に吸わせて回収（写真上）。それをバ
ーク堆肥の上にまくと、堆肥に含まれる微生物によ
って、２カ月もすると重油が分解される（写真下）。

処理は『前例がない』ということで、なかなか
認可してもらえないのです」

＊＊廃掃法
正式名称は「廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律」。廃棄物の定義や処理方法・処理施
設・処理業の基準などを定めている。

　最も取り組みが進んでいる山口県でも、ま
だ実装への認可は下りていない（５月中旬現
在）。しかし、「前例を守ってばかりでは、世界
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法律に書かれた油処理法は
わずかに２つだけ
　斉藤さんは現在、このバーク堆肥を活用し
て、微生物で油を処理する技術を全国各地
に広めるべく、実装活動に取り組んでいる。
「油流出事故は全国で起きています。各地
で回収した油を、わざわざ大分まで持ってき
て処理するより、各地にバーク堆肥を活用す
る流出油のバイオ処理施設をつくったほうが
効率が良いと思いました」
　山口県と北海道での現地試験を皮切り
に、2007年にはRISTEXの研究開発成果
実装支援プログラムに採択され、岩手県や
栃木県などでも実装に向けた取り組みを始
めている。何よりも大切なのは広報活動だ。
「微生物が石油を分解すると説明しても、
多くの人は半信半疑です。そこで、地方自治
体の担当者や産廃処理業者など、関係者
に集まってもらってシンポジウムを開きます。
そこで筋道立てて説明をすれば、この方法が
焼却より優れていることは理解してもらえま
す。何よりも、堆肥に石油を吸着したマットを
大量にまいて、強烈なにおいが１～２カ月後
になくなるのを体験すれば、だれにでも効果
を実感してもらえます」
　そこまで理解が進めば、実装に問題はな
いようにも思われる。しかし、大きく立ちはだか
るのが「前例」という壁だ。
「廃掃法（＊＊）には、油処理の方法として、
焼却処理と油水分離の２つしか書かれてい
ないのです。そのため、行政側からはバイオ

わが子のように
かわいい研究成果を

社会に ！

海に流れ出たドロドロの重油をオイルフェンスで囲
い、油吸着材に吸わせて回収（写真上）。それをバ
ーク堆肥の上にまくと、堆肥に含まれる微生物によ
って、２カ月もすると重油が分解される（写真下）。

処理は『前例がない』ということで、なかなか
認可してもらえないのです」

＊＊廃掃法
正式名称は「廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律」。廃棄物の定義や処理方法・処理施
設・処理業の基準などを定めている。

　最も取り組みが進んでいる山口県でも、ま
だ実装への認可は下りていない（５月中旬現
在）。しかし、「前例を守ってばかりでは、世界
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津波の甚大な被害に見舞われた町でほとんどの小中学生が助かった。
「自然は予測を超える」と考え「自分の命を自分で守る力」を育てる防災教育理論、その実装の背景には、

「死を直視したくない」とする人の心と、それを変えようとする研究者の工夫と情熱があった。

豊橋技術科学大学大学院博士課程修了。工学博士。京
都大学防災研究所客員助教授、米国ワシントン大学客員
研究員などを経て、2006年より群馬大学大学院工学研究
科社会環境デザイン工学専攻教授。同大学広域首都圏
防災研究センター長も務める。主な研究分野は、災害社
会工学、公共経済学、地域計画学など。07年よりRISTEX
研究開発成果実装支援プログラムの実装責任者に。

かただ・としたか片田敏孝
実装責任者

「津波災害総合シナリオ・シミュレータを活用した津波防災啓発活動の全国拠点整 備」の場合

“人を変える”ことの難しさ
「「「「津津津津波波波波災災災災災害害害害総総総総合合合合シシシシナナナナリリリリオオオオ・・シシシシミミミミュュュュレレレレータタタタをををを活活活活用用用用ししししたたたた津津津津波波波波防防防防災災災災啓啓啓啓発発発発活活活活動動動動のののの全全全全国国国国拠拠拠拠点点点点整整整整 備備備備」」」」のののの場場場場合合合合

２
ケース

片田さんが所
長を務める株
式会社アイ・
ディー・エーの
社会技術研
究所。『動くハ
ザードマップ』
作製などを手
がけている。

“釜石の奇跡”は
起こるべくして起こった
　数多くの命が失われた東日本大震災で、
希望の光を放った1つのニュースがある。津
波による甚大な被害を受けた岩手県釜石市
で、市内14校約3000人の小中学生のうち
99.8%の子どもたちが助かったのだ。“釜石
の奇跡”ともマスコミで伝えられたが、それは
起こるべくして起こった奇跡だった。
　このうち釜石東中学校の生徒たちは、地
震が発生すると、校内放送などの指示が出る
前に、避難場所とされた高台の施設に避難
した。普段から合同避難訓練を行っていた隣
の鵜住居(うのすまい)小学校の児童たちも
後に続く。そして、避難場所の裏手のがけが
崩れかけ、空に津波による土煙が上がってい
るのを見た子どもたちは、自らの判断で避難
場所を捨て、さらに高台へと避難した。避難
場所の建物が波にさらわれたのは、わずか30
秒後のこと。子どもたちの主体的で的確な判
断と行動が、自らの命を守ったのだ。それは間
違いなく、防災教育のたまものだった。
「私は彼らに、『だれも逃げなくても、勇気を
持って君が最初に逃げろ』『ハザードマップ
（＊）を信じるな』『逃げるために最善を尽く
せ』などと伝えてきました。彼らはそれを実行
してくれたのです」
　そう語るのは、群馬大学大学院工学研究
科教授の片田敏孝さん。全国各地で自らの
防災教育理論の実装に携わり、釜石市でも
８年前から推進してきた。

＊ハザードマップ
自然災害による被害を予測し、その被害範囲
を地図上に表したもの

　片田さんの防災教育理論の主眼は、「自
分の命を自分で守る力」の育成にある。
「自然は時に人間の予測を超えた力で襲い
かかります。だからこそ、一人ひとりがどんな
状況にも対応し、自分の命を守るためにどう
すべきか、自分で考えて判断し、行動する力
をつけるべきなのです」
　片田さんは、そのために効果的なツールの
１つとして、「動くハザードマップ（＊＊）」を開

を身につけた子どもたちは慌てなかったのだ。

死を直視したくない心を
コミュニケーションで変える
　こうした成果にもかかわらず、片田さんは
「東日本大震災は自分にとって敗北だった」
と言い切る。釜石市全体の死者・行方不明
者は1300人余りに及んだ。震災全体での
死者・行方不明者は２万4000人にのぼろう
としている。多くの命が失われたという事実
が、片田さんの心を重くするのだ。そうした目
は、釜石市の小中学生から出た５人の犠牲
者にも向けられている。
「ある中学生の女の子が、自宅の裏に住む
一人暮らしのお年寄りを助けようとして余震
に遭い、下敷きになって亡くなってしまったの
です。私は中学生に向けて、『お年寄りや幼
い者を助けてほしい』と伝えていました。私は
彼女の死に対して、おわびしなければいけな
いと思っています」
　中学生たちは、津波から避難しながらある
者はベビーカーを押し、ある者はお年寄りの
手を引いて走った。命を救ったそんな行動
が、片田さんの言葉に導かれたものであるこ
とは間違いない。それを承知のうえで、片田さ
んが失われた命を見据えるのは、防災に対
する信念があるからだ。
「阪神・淡路大震災以降、日本の防災は 
“生き残った人がどう立ち上がるか”に力点を
置いてきました。それも大切ではありますが、
防災の原点は“人を死なせない”ことにこそあ
るのではないでしょうか」
　そんな思いを胸に防災教育理論を構築
し、実装活動を進めるなかで、片田さんは「死
を直視しない」人間の心と、そんな人たちの心
を変えることの難しさに何度も直面してきた。
　８年前に片田さんが釜石市で防災教育を
始めた時、多くの市民は、「堤防があるから大
きな被害にはならない」「避難場所に行けば
安心」と口にした。釜石市は、幾度も津波被
害を受けてきた歴史がある。人々は津波を恐
れ、防波堤の建設などに力を入れてきた。にも
かかわらず、そんな心をもってしまうのは、人間
の本能でもあると片田さんは理解している。
「心穏やかに生きたいと願う人間の心は、

実装活動がアカデミズムとして
認められる第一歩に
　片田さんは釜石市で、コミュニケーションを
軸にした防災教育をさらに発展させ、社
会全体の心を変える試みに取り組
んできた。当初は、講演会を何度
開催しても、足を運ぶのは防災意
識の高い同じ顔ぶればかり。そん
な現状を打破するため、学校を拠
点に防災教育を行い、そこから家庭

へ、さらに地域へと広めようと考えたのだ。
　子どもたちが答えた地震についてのアン
ケートに対して、「あなたのお子さんは、この
次に津波が来たときに、自分の命を守れるお
子さんですか？」といったコメントをつけ、家庭
に持ち帰らせる。地域に「こども津波避難の
家」を設け、「子どもが飛び込んできたら、大
丈夫と言わずに一緒に避難してください」と
伝える。こうした試みを続けるうちに、地域全
体の心が変わり、小中学生たちが大人にな
る頃には、主体的に命を守る文化が根づく
のではないかと期待していた。
　残念ながら、道半ばにして東日本大震災
が発生し、多くの市民の命が失われた。それ
でも、小中学生の自主的な避難行動とその
成果を見れば、「自分の命を自分で守る力」
の育成の正しさは証明されたといえる。
　片田さんは、防災教育理論の実装活動
は、学者としての評価にはつながらないと自
覚している。「評価の基準は研究論文」とい
うのが学界の常識だからだ。それでも実装へ
の情熱が失われることはない。
「どんなに優れた理論をつくっても、社会に
実装されなければ、１人の命も救えません。だ
から、評価はされなくても、私は実装活動を続
けていきます。学生たちには将来を考えて論
文を書くよう指導していますが…」
　そんな状況だからこそ、実装を支援する
RISTEXのプログラムは貴重だと言う。
「実装活動をアカデミズムとして認め、支援
をしてくれることに感謝しています。これが、
実装への評価が変わる第一歩になってほし
い。それが、実装に取り組む次の人材育成
にもつながると期待しています」

おのずと、死を直視しない方向に向かいま
す。だから、リスクが少ない情報を信じたが
り、『大丈夫』『安心』と思ってしまうのです」
　頭から津波に対する警鐘を鳴らしても、不
快な顔をされたり、最初から聞く耳をもっても
らえなかったりすることもある。しかし、片田さ
んは、コミュニケーションの工夫によって、そ
んな心を変えてきた。
「お年寄りが『私は津波が来ても逃げない』
と言ったら、『危ないからダメですよ』と言うの
ではなく、そんな心を理解しようと努めながら
話をする。すると、『命が助かっても、家がなく
なったら仕方ないよ』という理由が見えてく
る。さらに話をすると、離れて暮らす息子さん
がいることがわかる。そこで、『おばあちゃんが
津波の泥の中で亡くなったら、息子さんは一
生悔やむよ』と伝えると、『じゃあ、逃げたほう
がいいかね』と言ってくれる。理解しようとし
て向き合えば、心は変えられるのです」
　子どもたちへの防災教育でも、「釜石応援
ふるさと大使」である片田さんはまず釜石の
海の美しさをたたえ、海の恵みに感謝し、郷里
を愛する心への共感を示してから、海は時に
牙をむくこと、恐れずに対応する知恵をもてば
いいことを説く。「動くハザードマップを信じる
な」という使い方も、子どもたちの心を理解し
たコミュニケーション手段といえるだろう。

予測される津波の様子や被害範囲を、発生からの
時間経過に合わせて地図上の動画で確認できる
ハザードマップ。片田さんが開発した津波災害総合
シナリオ・シミュレータをもとに、各地の状況に合わ
せたマップを作製可能だ。地域住民への災害情報
の伝達状況、住民の避難状況なども時間とともに
変化するよう考慮されているほか、利用者が避難開
始場所や時刻、方法、経路などを入力し、試行錯誤
しながらシミュレーションできる。

発した。紙のハザードマップと異なり、時間の
経過とともにリアルに津波による災害をシミ
ュレーションできるため、防災への興味を高
め、早期避難の大切さを伝えられる。RISTEX
の「研究開発成果実装支援プログラム」な
どを通じ、各地でマップを活用した防災教育
を行っている。
　一般にハザードマップは、実際の災害でも
同じことが起こると仮定し、イメージしておくた
めに使われる。しかし、「自然は予測を超え
る」と考える片田さんは、すでに触れたように
「ハザードマップは信じるな」と教えている。で
は、このマップをどう使っているのだろうか？
「津波は学校まで来ないとマップで示される

と、子どもたちは実際もそうなると思い込んで
安心します。その時、『本当に学校にいて大
丈夫なのかな？』と問いかければ、子どもたち
は混乱し、不安にもなる。そこで、『実際には
もっと大きな津波が来るかもしれない。だから
マップを信じちゃいけないよ』と伝えると、強く
心に残るのです」
　こうした防災教育を日ごろから積み重ねて
いたところで3月11日にぶつかった。東日本
大震災が発生し、予測を超えた津波が本当
に襲ってきた。しかし、「自然は予測を超える」
と心得て、「自分の命を自分の力で守る力」

＊＊動くハザードマップ

理論が
実装されなければ
１つの命も
救えません。
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としている。多くの命が失われたという事実
が、片田さんの心を重くするのだ。そうした目
は、釜石市の小中学生から出た５人の犠牲
者にも向けられている。
「ある中学生の女の子が、自宅の裏に住む
一人暮らしのお年寄りを助けようとして余震
に遭い、下敷きになって亡くなってしまったの
です。私は中学生に向けて、『お年寄りや幼
い者を助けてほしい』と伝えていました。私は
彼女の死に対して、おわびしなければいけな
いと思っています」
　中学生たちは、津波から避難しながらある
者はベビーカーを押し、ある者はお年寄りの
手を引いて走った。命を救ったそんな行動
が、片田さんの言葉に導かれたものであるこ
とは間違いない。それを承知のうえで、片田さ
んが失われた命を見据えるのは、防災に対
する信念があるからだ。
「阪神・淡路大震災以降、日本の防災は 
“生き残った人がどう立ち上がるか”に力点を
置いてきました。それも大切ではありますが、
防災の原点は“人を死なせない”ことにこそあ
るのではないでしょうか」
　そんな思いを胸に防災教育理論を構築
し、実装活動を進めるなかで、片田さんは「死
を直視しない」人間の心と、そんな人たちの心
を変えることの難しさに何度も直面してきた。
　８年前に片田さんが釜石市で防災教育を
始めた時、多くの市民は、「堤防があるから大
きな被害にはならない」「避難場所に行けば
安心」と口にした。釜石市は、幾度も津波被
害を受けてきた歴史がある。人々は津波を恐
れ、防波堤の建設などに力を入れてきた。にも
かかわらず、そんな心をもってしまうのは、人間
の本能でもあると片田さんは理解している。
「心穏やかに生きたいと願う人間の心は、

実装活動がアカデミズムとして
認められる第一歩に
　片田さんは釜石市で、コミュニケーションを
軸にした防災教育をさらに発展させ、社
会全体の心を変える試みに取り組
んできた。当初は、講演会を何度
開催しても、足を運ぶのは防災意
識の高い同じ顔ぶればかり。そん
な現状を打破するため、学校を拠
点に防災教育を行い、そこから家庭

へ、さらに地域へと広めようと考えたのだ。
　子どもたちが答えた地震についてのアン
ケートに対して、「あなたのお子さんは、この
次に津波が来たときに、自分の命を守れるお
子さんですか？」といったコメントをつけ、家庭
に持ち帰らせる。地域に「こども津波避難の
家」を設け、「子どもが飛び込んできたら、大
丈夫と言わずに一緒に避難してください」と
伝える。こうした試みを続けるうちに、地域全
体の心が変わり、小中学生たちが大人にな
る頃には、主体的に命を守る文化が根づく
のではないかと期待していた。
　残念ながら、道半ばにして東日本大震災
が発生し、多くの市民の命が失われた。それ
でも、小中学生の自主的な避難行動とその
成果を見れば、「自分の命を自分で守る力」
の育成の正しさは証明されたといえる。
　片田さんは、防災教育理論の実装活動
は、学者としての評価にはつながらないと自
覚している。「評価の基準は研究論文」とい
うのが学界の常識だからだ。それでも実装へ
の情熱が失われることはない。
「どんなに優れた理論をつくっても、社会に
実装されなければ、１人の命も救えません。だ
から、評価はされなくても、私は実装活動を続
けていきます。学生たちには将来を考えて論
文を書くよう指導していますが…」
　そんな状況だからこそ、実装を支援する
RISTEXのプログラムは貴重だと言う。
「実装活動をアカデミズムとして認め、支援
をしてくれることに感謝しています。これが、
実装への評価が変わる第一歩になってほし
い。それが、実装に取り組む次の人材育成
にもつながると期待しています」

おのずと、死を直視しない方向に向かいま
す。だから、リスクが少ない情報を信じたが
り、『大丈夫』『安心』と思ってしまうのです」
　頭から津波に対する警鐘を鳴らしても、不
快な顔をされたり、最初から聞く耳をもっても
らえなかったりすることもある。しかし、片田さ
んは、コミュニケーションの工夫によって、そ
んな心を変えてきた。
「お年寄りが『私は津波が来ても逃げない』
と言ったら、『危ないからダメですよ』と言うの
ではなく、そんな心を理解しようと努めながら
話をする。すると、『命が助かっても、家がなく
なったら仕方ないよ』という理由が見えてく
る。さらに話をすると、離れて暮らす息子さん
がいることがわかる。そこで、『おばあちゃんが
津波の泥の中で亡くなったら、息子さんは一
生悔やむよ』と伝えると、『じゃあ、逃げたほう
がいいかね』と言ってくれる。理解しようとし
て向き合えば、心は変えられるのです」
　子どもたちへの防災教育でも、「釜石応援
ふるさと大使」である片田さんはまず釜石の
海の美しさをたたえ、海の恵みに感謝し、郷里
を愛する心への共感を示してから、海は時に
牙をむくこと、恐れずに対応する知恵をもてば
いいことを説く。「動くハザードマップを信じる
な」という使い方も、子どもたちの心を理解し
たコミュニケーション手段といえるだろう。

予測される津波の様子や被害範囲を、発生からの
時間経過に合わせて地図上の動画で確認できる
ハザードマップ。片田さんが開発した津波災害総合
シナリオ・シミュレータをもとに、各地の状況に合わ
せたマップを作製可能だ。地域住民への災害情報
の伝達状況、住民の避難状況なども時間とともに
変化するよう考慮されているほか、利用者が避難開
始場所や時刻、方法、経路などを入力し、試行錯誤
しながらシミュレーションできる。

発した。紙のハザードマップと異なり、時間の
経過とともにリアルに津波による災害をシミ
ュレーションできるため、防災への興味を高
め、早期避難の大切さを伝えられる。RISTEX
の「研究開発成果実装支援プログラム」な
どを通じ、各地でマップを活用した防災教育
を行っている。
　一般にハザードマップは、実際の災害でも
同じことが起こると仮定し、イメージしておくた
めに使われる。しかし、「自然は予測を超え
る」と考える片田さんは、すでに触れたように
「ハザードマップは信じるな」と教えている。で
は、このマップをどう使っているのだろうか？
「津波は学校まで来ないとマップで示される

と、子どもたちは実際もそうなると思い込んで
安心します。その時、『本当に学校にいて大
丈夫なのかな？』と問いかければ、子どもたち
は混乱し、不安にもなる。そこで、『実際には
もっと大きな津波が来るかもしれない。だから
マップを信じちゃいけないよ』と伝えると、強く
心に残るのです」
　こうした防災教育を日ごろから積み重ねて
いたところで3月11日にぶつかった。東日本
大震災が発生し、予測を超えた津波が本当
に襲ってきた。しかし、「自然は予測を超える」
と心得て、「自分の命を自分の力で守る力」

＊＊動くハザードマップ

理論が
実装されなければ
１つの命も
救えません。
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●罹災証明発給システムの概要

住民基本台帳から得た『人』のデータ、課税台帳から得た『家』のデータ、建物被害調査によって得た
『被害』のデータを地図上で照合し、罹災証明発給の申請者自身が確認する。こうして電子データ化す
ることで、罹災証明の発給だけでなく、その後の生活再建支援の基礎となる被災者台帳も作成できる。

12 June 2011

被災者の生活再建支援の根本資料となる罹災証明。
震災の混乱のなか、その作成の公正さを保つのは非常に困難であった。

そこに問題意識をもった研究者が、数々の震災の現場で実装を重ね、新しい効果的なシステムの作成に挑んでいる。
“行政”のメカニズムと調和する工夫を重ねながら――。

早稲田大学文学部心理学科卒業、同大学院博士課程
修了、カリフォルニア大学ロサンゼルス校大学院博士課
程修了。弘前大学人文学部助教授、広島大学総合科学
部助教授などを経て、1996年より京都大学防災研究所
巨大災害研究センター教授。専門は社会心理学（災害時
の人間行動／防災心理学など）。2010年よりRISTEX研
究開発成果実装支援プログラムの実装責任者に。

はやし・はるお林  春男
実装責任者

TEXT：十枝慶二／PHOTO：今井 卓

「首都直下地震に対応できる被災者台帳を用いた生活再建支援システムの実装」の 場合

“行政”のメカニズム
「「「「首首首首都都都都直直直直下下下下地地地地震震震震にににに対対対対応応応応ででででききききるるるる被被被被災災災災者者者者台台台台帳帳帳帳をををを用用用用いいいいたたたた生生生生活活活活再再再再建建建建支支支支援援援援シシシシスススステテテテムムムムのののの実実実実装装装装」」」」のののの 場場場場合合合合

３
ケース

心に深く刻まれた
被災者の「バンザイ三唱」
「阪神・淡路大震災から３年ほど経った頃
のことです。調査のためある町の役場にい
た時、片隅からバンザイ三唱が聞こえてきま
した。家屋の被災度の認定が“一部損壊”か
ら“半壊”に変わったことを、被災者の方が人
目もはばからず喜んでいたのです」
　半壊と一部損壊では、支援額などが大き
く変わる。それが被災者にとっていかに重い

ことなのか――。京都大学防災研究所巨大

災害研究センター教授の林春男さんには、

その時の光景が、罹災証明（＊）発行の重要

さを物語るものとして脳裏に焼き付いている。

＊罹災（りさい）証明
市町村が被災者に発行する、家屋の被災状
況などを記した証明書。支援額や税の減免、
義援金の配分などの判断基準となる。

「罹災証明は、だれに、どの程度生活再建

支援を行うかを決める基礎となる、重要な書

類です。しかし、阪神・淡路大震災の時には

そうした意識が薄く、作成する基準が対応す

る人や自治体によってばらばらでした。この

ため、約３割の人がその判定に不満を抱き、

新たな支援内容が発表されるたびに問題と

なったのです」

　こんなことを繰り返さないため、林さんは罹

災証明を公平に発行する仕組みづくりを始

めた。その基礎となったのが、西宮市の家屋

の被害状況を撮影した12,000枚以上の写

真の、GIS（＊＊）によるデータベース化だ。

GIS（＊＊）
地理情報システム（G e o g r a p h i c 
Information System）。地理的位置を手が
かりに、位置に関する情報をもったデータを
管理・加工して表示し、高度な分析や迅速な
判断を可能にするシステム。

「各家屋の被災状況を専門家に改めて判

定してもらってデータ化し、それを使って、素

人でも判定できるようになるためのトレーニ

ングシステムもつくりました」

　そして06年からRISTEX「情報と社会」研

究開発領域の研究開発プログラム「ユビキ

タス社会のガバナンス」に採択されて研究を

進めていたところ、07年3月に能登半島地震

が発生。すぐに輪島市で、システムを活用し

た被災者台帳作成の実装活動に取り組み、

支援活動を行いながら、運用にはマネジメント

の視点も必要だという、新たな課題を持ち帰

った。

災害発生を見越して備えることで
生活再建支援をスピードアップ
　能登半島地震から４カ月後の07年7月に

は、新潟県中越沖地震が発生。今度は柏

崎市で、被災者台帳の作成だけでなく、それ

をもとにした生活再建支援にも踏み込んだ

実装に取り組んだ。そこで驚いたのが、被害

をこうむった世帯の３分の１以上が、生活再

建支援を申請しないという事実だった。

「支援が必要ないのではなく、そもそも支援

が受けられることを知らなかったり、さまざまな

家庭の事情で申請に来られなかったりした

のです。そこで、台帳のデータをもとに市から

被災者へのはたらきかけを行い、取りこぼしの

り返し、システムがより実用的になるよう磨き

上げてきた。その過程で立ちはだかったの

が、“行政”のメカニズムだ。

「例えば被災者台帳を作成するには、調査

をした『被害』のデータを、『人・世帯』『建

物』の２つのデータと統合する必要がありま

す。ところが、それぞれのデータをつなげる共

通のキーがなく、簡単には統合できません。

さらに、２つのデータが別の省庁の管轄下に

あり、災害対策のために使おうとすると、目
的外使用と見なされ、拒否されてしまうので
す」
　この難問については、知恵を絞った結果、
罹災証明を発行する場で被災者自身に地
図を見せ、確認をしてもらうことで解決した。
生活再建支援を血の通ったものにするため
に役立つというメリットも生まれ、取り組みを
前進させるきっかけとなったが、常にうまく解
決できるとは限らない。行政のメカニズムの壁
を感じた場面は、ほかにも何度もあるという。
　都道府県レベルで罹災証明発行の取り
組みに理解があっても、発行は市区町村の
管轄であるため、一つひとつ地道にシステム
の説明に回らなければならない。「そんなも
のは必要ない」と拒否されたりして、落ち込
むことも少なくない。そんな時、RISTEXの支
援が心の支えになっていると林さんは言う。
「社会的な価値を認めてくれていることが、
何よりもうれしい。自己満足ではなく、必要だ
と評価してくれる人がいるのだと思い、元気
が出てきます。総括やアドバイザーに、手厳
しい意見をもらえるのもありがたいですね。私
たちはどうしても、現在の課題になっている
部分のみに目が向きがちですが、そんな時、
大きな視点から見て、何が必要なのかを指
摘してもらえる。客観的な意見をもらえる場
はほかにありませんから、とても貴重だと感じ
ています」
　社会技術の実装は、目に見える利益では
なく、社会に役立ったという事実が報酬とな
る活動だ。感謝の言葉すら与えられないこと
も多い。それでも自分の志を信じて現場に立
つ研究者の背中を、時には優しく、時には力
強く押す力が、今後、少しでも増えることを希
望してやまない。

ない支援を実現することができました」
　これまでの震災でも、こうした人たちは数
多く存在したが、実態を把握できずにいたと
考えられる。被災者台帳を用いた生活再
建支援システムが開発されたからこ
そ、埋もれていた人たちに光を当て、
支援につなげることができたのだ。
　今年3月11日に発生した東日
本大震災を受けて、林さんは自ら
のチームが開発したシステムを被災

地で実装し、１日も早い生活再建支援に
役立てるべく奔走している。その直前にスタ
ートしていた新たな取り組みが、RISTEXの
「首都直下地震に対応できる被災者台帳を
用いた生活再建支援システムの実装」だ。
「これまでの取り組みは、いずれも震災が起
こった後からスタートしていました。しかし、災
害が起こる前から行政が持つデータを連携
させておくことで、震災が起きてから生活再
建支援までのスピードがはるかに速くなる。
そのための理論の実装を、東京都の協力を
得て、豊島区と調布市で始めました」
　現在は、東日本大震災の被災地での取り
組みを優先しているが、そこで新たに浮き上
がってくるだろう問題も見直してシステムに
取り入れ、将来に役立てていくことを使命と
している。

手厳しい意見をもらえる
ことがありがたい
　林さんは、阪神・淡路大震災で抱いた被
害認定の状況への危機感を出発点に、課
題の解決策となる技術や理論を構築。実際
の震災の現場でそれを実装しては新たな課
題を発見し、理論を実装するという試みを繰

　2004年10月の新潟県中越地震では、
小千谷市でその実装を行った。専門家では
ない市の職員らが住家の被害調査を行い、
証明書の集中発行システムも整備して、４
日間で3000枚以上の罹災証明を発行し
た。それを役立てることができた一方、新たな
問題も浮き彫りになった。その場限りの罹災
証明の発行に手いっぱいで、継続的な支援
のために必要な被災者台帳（＊＊＊）の作成
が後回しになっていたのだ。

＊＊＊被災者台帳
各被災者の被災状況やこれまでに行われた
支援業務など、生活再建過程を包括的に把
握するためのさまざまな情報が一元的に管理
された台帳。

「被災者台帳のもとになるのは罹災証明で
す。しかし、罹災証明は紙で作成されている
ことがほとんどで、後からそれをもとに台帳を
作成するにはたいへんな労力が必要でし
た。そこで、GISを用いて、誰でもかんたんに
罹災証明から被災者台帳を作成可能なシ
ステムができないかと考えたのです」

人 家 被害

被災者台帳

住民基本住民基本
台帳

建物被害建物被害
データ

課税台帳

害建物被害害
調査

地図上で照合データベースデータベース

申請者
実装するからこそ
次への課題が
見えてきます。
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ることで、罹災証明の発給だけでなく、その後の生活再建支援の基礎となる被災者台帳も作成できる。
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被災者の生活再建支援の根本資料となる罹災証明。
震災の混乱のなか、その作成の公正さを保つのは非常に困難であった。

そこに問題意識をもった研究者が、数々の震災の現場で実装を重ね、新しい効果的なシステムの作成に挑んでいる。
“行政”のメカニズムと調和する工夫を重ねながら――。

早稲田大学文学部心理学科卒業、同大学院博士課程
修了、カリフォルニア大学ロサンゼルス校大学院博士課
程修了。弘前大学人文学部助教授、広島大学総合科学
部助教授などを経て、1996年より京都大学防災研究所
巨大災害研究センター教授。専門は社会心理学（災害時
の人間行動／防災心理学など）。2010年よりRISTEX研
究開発成果実装支援プログラムの実装責任者に。

はやし・はるお林  春男
実装責任者
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「首都直下地震に対応できる被災者台帳を用いた生活再建支援システムの実装」の 場合

“行政”のメカニズム
「「「「首首首首都都都都直直直直下下下下地地地地震震震震にににに対対対対応応応応ででででききききるるるる被被被被災災災災者者者者台台台台帳帳帳帳をををを用用用用いいいいたたたた生生生生活活活活再再再再建建建建支支支支援援援援シシシシスススステテテテムムムムのののの実実実実装装装装」」」」のののの 場場場場合合合合
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心に深く刻まれた
被災者の「バンザイ三唱」
「阪神・淡路大震災から３年ほど経った頃
のことです。調査のためある町の役場にい
た時、片隅からバンザイ三唱が聞こえてきま
した。家屋の被災度の認定が“一部損壊”か
ら“半壊”に変わったことを、被災者の方が人
目もはばからず喜んでいたのです」
　半壊と一部損壊では、支援額などが大き
く変わる。それが被災者にとっていかに重い

ことなのか――。京都大学防災研究所巨大

災害研究センター教授の林春男さんには、

その時の光景が、罹災証明（＊）発行の重要

さを物語るものとして脳裏に焼き付いている。

＊罹災（りさい）証明
市町村が被災者に発行する、家屋の被災状
況などを記した証明書。支援額や税の減免、
義援金の配分などの判断基準となる。

「罹災証明は、だれに、どの程度生活再建

支援を行うかを決める基礎となる、重要な書

類です。しかし、阪神・淡路大震災の時には

そうした意識が薄く、作成する基準が対応す

る人や自治体によってばらばらでした。この

ため、約３割の人がその判定に不満を抱き、

新たな支援内容が発表されるたびに問題と

なったのです」

　こんなことを繰り返さないため、林さんは罹

災証明を公平に発行する仕組みづくりを始

めた。その基礎となったのが、西宮市の家屋

の被害状況を撮影した12,000枚以上の写

真の、GIS（＊＊）によるデータベース化だ。

GIS（＊＊）
地理情報システム（G e o g r a p h i c 
Information System）。地理的位置を手が
かりに、位置に関する情報をもったデータを
管理・加工して表示し、高度な分析や迅速な
判断を可能にするシステム。

「各家屋の被災状況を専門家に改めて判

定してもらってデータ化し、それを使って、素

人でも判定できるようになるためのトレーニ

ングシステムもつくりました」

　そして06年からRISTEX「情報と社会」研

究開発領域の研究開発プログラム「ユビキ

タス社会のガバナンス」に採択されて研究を

進めていたところ、07年3月に能登半島地震

が発生。すぐに輪島市で、システムを活用し

た被災者台帳作成の実装活動に取り組み、

支援活動を行いながら、運用にはマネジメント

の視点も必要だという、新たな課題を持ち帰

った。

災害発生を見越して備えることで
生活再建支援をスピードアップ
　能登半島地震から４カ月後の07年7月に

は、新潟県中越沖地震が発生。今度は柏

崎市で、被災者台帳の作成だけでなく、それ

をもとにした生活再建支援にも踏み込んだ

実装に取り組んだ。そこで驚いたのが、被害

をこうむった世帯の３分の１以上が、生活再

建支援を申請しないという事実だった。

「支援が必要ないのではなく、そもそも支援

が受けられることを知らなかったり、さまざまな

家庭の事情で申請に来られなかったりした

のです。そこで、台帳のデータをもとに市から

被災者へのはたらきかけを行い、取りこぼしの

り返し、システムがより実用的になるよう磨き

上げてきた。その過程で立ちはだかったの

が、“行政”のメカニズムだ。

「例えば被災者台帳を作成するには、調査

をした『被害』のデータを、『人・世帯』『建

物』の２つのデータと統合する必要がありま

す。ところが、それぞれのデータをつなげる共

通のキーがなく、簡単には統合できません。

さらに、２つのデータが別の省庁の管轄下に

あり、災害対策のために使おうとすると、目
的外使用と見なされ、拒否されてしまうので
す」
　この難問については、知恵を絞った結果、
罹災証明を発行する場で被災者自身に地
図を見せ、確認をしてもらうことで解決した。
生活再建支援を血の通ったものにするため
に役立つというメリットも生まれ、取り組みを
前進させるきっかけとなったが、常にうまく解
決できるとは限らない。行政のメカニズムの壁
を感じた場面は、ほかにも何度もあるという。
　都道府県レベルで罹災証明発行の取り
組みに理解があっても、発行は市区町村の
管轄であるため、一つひとつ地道にシステム
の説明に回らなければならない。「そんなも
のは必要ない」と拒否されたりして、落ち込
むことも少なくない。そんな時、RISTEXの支
援が心の支えになっていると林さんは言う。
「社会的な価値を認めてくれていることが、
何よりもうれしい。自己満足ではなく、必要だ
と評価してくれる人がいるのだと思い、元気
が出てきます。総括やアドバイザーに、手厳
しい意見をもらえるのもありがたいですね。私
たちはどうしても、現在の課題になっている
部分のみに目が向きがちですが、そんな時、
大きな視点から見て、何が必要なのかを指
摘してもらえる。客観的な意見をもらえる場
はほかにありませんから、とても貴重だと感じ
ています」
　社会技術の実装は、目に見える利益では
なく、社会に役立ったという事実が報酬とな
る活動だ。感謝の言葉すら与えられないこと
も多い。それでも自分の志を信じて現場に立
つ研究者の背中を、時には優しく、時には力
強く押す力が、今後、少しでも増えることを希
望してやまない。

ない支援を実現することができました」
　これまでの震災でも、こうした人たちは数
多く存在したが、実態を把握できずにいたと
考えられる。被災者台帳を用いた生活再
建支援システムが開発されたからこ
そ、埋もれていた人たちに光を当て、
支援につなげることができたのだ。
　今年3月11日に発生した東日
本大震災を受けて、林さんは自ら
のチームが開発したシステムを被災

地で実装し、１日も早い生活再建支援に
役立てるべく奔走している。その直前にスタ
ートしていた新たな取り組みが、RISTEXの
「首都直下地震に対応できる被災者台帳を
用いた生活再建支援システムの実装」だ。
「これまでの取り組みは、いずれも震災が起
こった後からスタートしていました。しかし、災
害が起こる前から行政が持つデータを連携
させておくことで、震災が起きてから生活再
建支援までのスピードがはるかに速くなる。
そのための理論の実装を、東京都の協力を
得て、豊島区と調布市で始めました」
　現在は、東日本大震災の被災地での取り
組みを優先しているが、そこで新たに浮き上
がってくるだろう問題も見直してシステムに
取り入れ、将来に役立てていくことを使命と
している。

手厳しい意見をもらえる
ことがありがたい
　林さんは、阪神・淡路大震災で抱いた被
害認定の状況への危機感を出発点に、課
題の解決策となる技術や理論を構築。実際
の震災の現場でそれを実装しては新たな課
題を発見し、理論を実装するという試みを繰

　2004年10月の新潟県中越地震では、
小千谷市でその実装を行った。専門家では
ない市の職員らが住家の被害調査を行い、
証明書の集中発行システムも整備して、４
日間で3000枚以上の罹災証明を発行し
た。それを役立てることができた一方、新たな
問題も浮き彫りになった。その場限りの罹災
証明の発行に手いっぱいで、継続的な支援
のために必要な被災者台帳（＊＊＊）の作成
が後回しになっていたのだ。

＊＊＊被災者台帳
各被災者の被災状況やこれまでに行われた
支援業務など、生活再建過程を包括的に把
握するためのさまざまな情報が一元的に管理
された台帳。

「被災者台帳のもとになるのは罹災証明で
す。しかし、罹災証明は紙で作成されている
ことがほとんどで、後からそれをもとに台帳を
作成するにはたいへんな労力が必要でし
た。そこで、GISを用いて、誰でもかんたんに
罹災証明から被災者台帳を作成可能なシ
ステムができないかと考えたのです」

人 家 被害

被災者台帳

住民基本住民基本
台帳

建物被害建物被害
データ

課税台帳

害建物被害害
調査

地図上で照合データベースデータベース

申請者
実装するからこそ
次への課題が
見えてきます。
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1988年東京理科大学大学院工学研究科機械工学専攻修士課程
修了。富士写真フィルム株式会社を経て名古屋大学工学部助手と
なり、同大学講師、東北大学大学院工学研究科バイオロボティクス
専攻教授などを経て、2010年より名古屋大学大学院工学研究科
マイクロ・ナノシステム工学専攻教授。工学博士。主な研究分野は

マイクロ・ナノロボット工学と微細作業システム、マイクロ・ナノバイ
オシステムなどで、マルチスケールのバイオロボティクス研究に取り
組んでいる。09年よりJST研究成果展開事業【先端計測分析技術・
機器開発プログラム】要素技術タイプの開発課題「マイクロロボット
によるオンチップ高速除核・分注技術の開発」チームリーダー。

マイクロ流体チップの中央に2つあるMMTは、磁
気駆動ステージ上の永久磁石により非接触で駆
動できる。細胞はマイクロ流体チップ内の細い溝を
流れて移動し、中央のMMT操作部において分断
などの操作が行われる。

「卵子の核を除去するなどの細胞操作は、
畜産や創薬、医療などで重要な技術です。し
かし、複雑で高度な作業が要求されるため、
一部の熟練した技術者に頼っているのが現
状です。そこで、マイクロ流体チップに小さな
ロボットを組み込めば、簡便で確実な細胞操
作ができるのではないかと考えました」
　マイクロ流体チップとは、数センチ四方の
基盤上に幅数十～数百μｍ（１マイクロメー
トルは１００万分の１メートル）という微細な流
路を形成したもので、高速で確実・簡便な実
験や検査を可能にする。新井史人さんは以
前から、そんなチップ上に搭載するロボット＝
オンチップ・ロボット＝の研究を続けてきた。
　ロボットというと、人間と同じかそれ以上の

大きさというイメージがある。しかし、微細加
工技術の発達により、マイクロ・ナノサイズの
ロボット作製が可能となった。新井さんはこ
れまでの研究で、オンチップ・ロボットにさまざ
まな機能をもたせることに成功してきた。そう
した技術を使って細胞操作に使える装置の
開発に取り組みはじめたのだ。
　大きな課題になったのは、操作の精度だ
った。卵子から核を取り出す操作に必要な力
などの条件から、磁気駆動マイクロツール
（MMT）が最適だと判断したのだが、ロボット
を直接動かす場合に比べて精度が劣り、さら
に磁力によってチップとMMTが密着して摩
擦が生じるため、正確な操作が困難だった。
しかし、試行錯誤の末に、２つの工夫でこの
課題をクリアした。
「１つはMMTを動かすための磁石の向きを
変えたこと。もう１つはチップに超音波で振

動を与えて摩擦を軽減できたことです。どちら
も理論的には改善につながると確信してい
ましたが、実際にその通りに精度が格段に
向上したときは、うれしかったですね」
　細胞操作は、不妊治療や再生医療などの
最先端の研究で不可欠なものだが、従来の
技術には世界中の多くの研究者が不満を抱
いていた。そんな時に発表された新井さんの
画期的技術は注目され、成果の一部を含む
動画（＊）が、2011年５月に上海にて開催さ
れた世界最大級のロボット工学分野の国際
会議（ＩＣＲＡ２０１１）で最優秀学会ビデオ賞を
受賞するなど、一躍、脚光を浴びた。

「子どものころからものづくりが大好きで、特
に動くものの勉強をしたいと思い、大学は機
械工学に進みました」
　初めて所属した大学の研究室で見かけた
のが、振動を“自動”で感知して止めるロボット
だった。センサーを内蔵した機械が、その情報
をもとに判断して動く“自動化”に興味をもち、
研究を進めた。大学院修士課程修了後は企
業に就職し、激しい競争を繰り広げていたデ
ジタルカメラの開発に取り組んだが、１年後、
学生時代の恩師から声をかけられたのを機
に、再び大学での研究の道に戻った。
「会社での仕事はとてもおもしろく、不満は
ありませんでした。しかし、以前から興味のあ
ったバイオとロボットを結びつけた研究をした
いと思ったのです」
　子どもの頃から、ものづくりと同じく生物に
も興味をもっていた。小学生のときに父親か
ら「天体望遠鏡と顕微鏡、どちらか買ってや
る」と言われたときも迷わず顕微鏡を選び、身
近な植物や昆虫を飽きもせず眺めていた。そ
んな思いが再び頭をもたげていたのだ。

「企業にいてもいつかはそうした仕事はでき
たかもしれませんが、チャンスだと思って会社
をやめる決心をしました」
　当初は、超小型センサーを先端に仕込ん
だマイクロマニピュレータを研究していた。し
かし、センサーが壊れたらすべて再調整をしな
ければならず、効率が悪いことはなはだしい。
そんなあるとき、「チップの中に小さなロボット
を入れればいいんだ」と気づいた。このときか
らオンチップ・ロボット研究を始め、2000年に
はJSTさきがけに採択され、現在はJST【先
端計測分析技術・機器開発プログラム】で、
さらなる技術開発を進めている。

「以前のさきがけプロジェクトを通じて、バイオ
分野の先生との交流の大切さを学びまし
た。苦労して開発した技術や機器も、使われ
なければ意味がありません。ユーザーとなる
人たちの意見を聞くことで、本当に役立つモ
ノができるのです」
　開発した技術や機器が実際に使われ、論
文が評価されて、先生から感謝の言葉をもらう。
そこには、子どもの頃のプラモデルや工作で得

た自己満足とは違う、「人の役に立つ喜び」が
ある。そこにやりがいを感じると同時に、「研究の
フロンティアを走る志も抱いていたい」という。
「新しい法則や仕組みを生み出すことが、
役に立つ技術や機器の開発にもつながると
思います。そのために必要なのは、学生たち
とのディスカッションですね。磁石の向きを変
えたり、超音波による振動を与えたりといっ
た、今回の成果につながった工夫も、ディス
カッションのなかから生まれました。そんな機
会を逃がさないためにも、実験の現場に行っ
てこの目で確かめる姿勢は、忘れてはいけな
いと思っています」

「マイクロロボットによるオンチップ高速除核・分注技術の開発」
チームリーダー

研究室のメンバーと。「目標を決めたら最後まであきらめない。そうすれば成果は出ると、学生から学びました」

June 2011

新井史人（あらい・ふみひと）
名古屋大学大学院 工学研究科　教授

ものづくりの道を進むうちに
もたげてきた生物への興味

人の役に立つ喜びと
フロンティアを走る志

数センチ四方のチップの上に
機能をもつロボットを搭載

透明な板がマイクロ流体チップ。円形の部分は圧
電セラミックスで、超音波振動を起こして操作精度
をアップさせる。

画面を見ながら手元のジョイスティックを使って
MMTのアーム（画面内の棒のような部分）を動か
し、細胞を操作する。アームの種類を変えることで、
細胞を動かしたり分断したりできる。

MMTによる細胞操作のための顕微鏡システム。
顕微鏡自体は一般的なものだが、観察対象を置く
部分に磁気駆動ステージが設置され、そこにMMT
を組み込んだマイクロ流体チップをセットする。

●磁気駆動マイクロツール（MMT）による細胞操作

顕微鏡

マイクロ流体チップ 磁気駆動テージ

研究成果展開事業【先端計測分析技術・機器開発プログラム】

　卵子から核を除去し（除核）、細胞を含む液
体を正確に指定の場所に移す（分注）技術は
バイオ分野で極めて重要だ。しかし、その操作
は複雑で高度なため、オペレーターの技能が
研究の成否に大きく影響することが問題とな
っている。JST【先端計測分析技術・機器開発
プログラム】の開発課題では、磁気駆動マイク
ロツール（MMT）をマイクロ流体チップ内に組

み込んで、非接触操作によって高速で除核す
ることに成功した。チップは使い捨てで、使いま
わしによる汚染の心配もなく、後処理も容易で
ある。また、インクジェット技術を応用した卵子
の分注技術も開発している。これらの技術は
従来に比べてはるかに簡便で、畜産や創薬、
医療分野の研究の進展に寄与するほか、細
胞に限らず微小物体の操作や各種計測など
を可能にすると期待されている。
　今後は、ＭＭＴの自動制御により、細胞操作
を自動で行うロボットの実用化も目指す。

アームの形を工夫したマイクロロボットにより、細胞を高
精度に切断することができる。

MMT

生物卵母細胞

100μm 100μm

※YouTubeにて「On-chip magnetically actuated microrobot with ultrasonic vibration for single cell manipulations」というタイトルで公開されています。

微細技術
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TEXT：十枝慶二／PHOTO：藤巻亮平

1988年東京理科大学大学院工学研究科機械工学専攻修士課程
修了。富士写真フィルム株式会社を経て名古屋大学工学部助手と
なり、同大学講師、東北大学大学院工学研究科バイオロボティクス
専攻教授などを経て、2010年より名古屋大学大学院工学研究科
マイクロ・ナノシステム工学専攻教授。工学博士。主な研究分野は

マイクロ・ナノロボット工学と微細作業システム、マイクロ・ナノバイ
オシステムなどで、マルチスケールのバイオロボティクス研究に取り
組んでいる。09年よりJST研究成果展開事業【先端計測分析技術・
機器開発プログラム】要素技術タイプの開発課題「マイクロロボット
によるオンチップ高速除核・分注技術の開発」チームリーダー。

マイクロ流体チップの中央に2つあるMMTは、磁
気駆動ステージ上の永久磁石により非接触で駆
動できる。細胞はマイクロ流体チップ内の細い溝を
流れて移動し、中央のMMT操作部において分断
などの操作が行われる。

「卵子の核を除去するなどの細胞操作は、
畜産や創薬、医療などで重要な技術です。し
かし、複雑で高度な作業が要求されるため、
一部の熟練した技術者に頼っているのが現
状です。そこで、マイクロ流体チップに小さな
ロボットを組み込めば、簡便で確実な細胞操
作ができるのではないかと考えました」
　マイクロ流体チップとは、数センチ四方の
基盤上に幅数十～数百μｍ（１マイクロメー
トルは１００万分の１メートル）という微細な流
路を形成したもので、高速で確実・簡便な実
験や検査を可能にする。新井史人さんは以
前から、そんなチップ上に搭載するロボット＝
オンチップ・ロボット＝の研究を続けてきた。
　ロボットというと、人間と同じかそれ以上の

大きさというイメージがある。しかし、微細加
工技術の発達により、マイクロ・ナノサイズの
ロボット作製が可能となった。新井さんはこ
れまでの研究で、オンチップ・ロボットにさまざ
まな機能をもたせることに成功してきた。そう
した技術を使って細胞操作に使える装置の
開発に取り組みはじめたのだ。
　大きな課題になったのは、操作の精度だ
った。卵子から核を取り出す操作に必要な力
などの条件から、磁気駆動マイクロツール
（MMT）が最適だと判断したのだが、ロボット
を直接動かす場合に比べて精度が劣り、さら
に磁力によってチップとMMTが密着して摩
擦が生じるため、正確な操作が困難だった。
しかし、試行錯誤の末に、２つの工夫でこの
課題をクリアした。
「１つはMMTを動かすための磁石の向きを
変えたこと。もう１つはチップに超音波で振

動を与えて摩擦を軽減できたことです。どちら
も理論的には改善につながると確信してい
ましたが、実際にその通りに精度が格段に
向上したときは、うれしかったですね」
　細胞操作は、不妊治療や再生医療などの
最先端の研究で不可欠なものだが、従来の
技術には世界中の多くの研究者が不満を抱
いていた。そんな時に発表された新井さんの
画期的技術は注目され、成果の一部を含む
動画（＊）が、2011年５月に上海にて開催さ
れた世界最大級のロボット工学分野の国際
会議（ＩＣＲＡ２０１１）で最優秀学会ビデオ賞を
受賞するなど、一躍、脚光を浴びた。

「子どものころからものづくりが大好きで、特
に動くものの勉強をしたいと思い、大学は機
械工学に進みました」
　初めて所属した大学の研究室で見かけた
のが、振動を“自動”で感知して止めるロボット
だった。センサーを内蔵した機械が、その情報
をもとに判断して動く“自動化”に興味をもち、
研究を進めた。大学院修士課程修了後は企
業に就職し、激しい競争を繰り広げていたデ
ジタルカメラの開発に取り組んだが、１年後、
学生時代の恩師から声をかけられたのを機
に、再び大学での研究の道に戻った。
「会社での仕事はとてもおもしろく、不満は
ありませんでした。しかし、以前から興味のあ
ったバイオとロボットを結びつけた研究をした
いと思ったのです」
　子どもの頃から、ものづくりと同じく生物に
も興味をもっていた。小学生のときに父親か
ら「天体望遠鏡と顕微鏡、どちらか買ってや
る」と言われたときも迷わず顕微鏡を選び、身
近な植物や昆虫を飽きもせず眺めていた。そ
んな思いが再び頭をもたげていたのだ。

「企業にいてもいつかはそうした仕事はでき
たかもしれませんが、チャンスだと思って会社
をやめる決心をしました」
　当初は、超小型センサーを先端に仕込ん
だマイクロマニピュレータを研究していた。し
かし、センサーが壊れたらすべて再調整をしな
ければならず、効率が悪いことはなはだしい。
そんなあるとき、「チップの中に小さなロボット
を入れればいいんだ」と気づいた。このときか
らオンチップ・ロボット研究を始め、2000年に
はJSTさきがけに採択され、現在はJST【先
端計測分析技術・機器開発プログラム】で、
さらなる技術開発を進めている。

「以前のさきがけプロジェクトを通じて、バイオ
分野の先生との交流の大切さを学びまし
た。苦労して開発した技術や機器も、使われ
なければ意味がありません。ユーザーとなる
人たちの意見を聞くことで、本当に役立つモ
ノができるのです」
　開発した技術や機器が実際に使われ、論
文が評価されて、先生から感謝の言葉をもらう。
そこには、子どもの頃のプラモデルや工作で得

た自己満足とは違う、「人の役に立つ喜び」が
ある。そこにやりがいを感じると同時に、「研究の
フロンティアを走る志も抱いていたい」という。
「新しい法則や仕組みを生み出すことが、
役に立つ技術や機器の開発にもつながると
思います。そのために必要なのは、学生たち
とのディスカッションですね。磁石の向きを変
えたり、超音波による振動を与えたりといっ
た、今回の成果につながった工夫も、ディス
カッションのなかから生まれました。そんな機
会を逃がさないためにも、実験の現場に行っ
てこの目で確かめる姿勢は、忘れてはいけな
いと思っています」

「マイクロロボットによるオンチップ高速除核・分注技術の開発」
チームリーダー

研究室のメンバーと。「目標を決めたら最後まであきらめない。そうすれば成果は出ると、学生から学びました」

June 2011

新井史人（あらい・ふみひと）
名古屋大学大学院 工学研究科　教授

ものづくりの道を進むうちに
もたげてきた生物への興味

人の役に立つ喜びと
フロンティアを走る志

数センチ四方のチップの上に
機能をもつロボットを搭載

透明な板がマイクロ流体チップ。円形の部分は圧
電セラミックスで、超音波振動を起こして操作精度
をアップさせる。

画面を見ながら手元のジョイスティックを使って
MMTのアーム（画面内の棒のような部分）を動か
し、細胞を操作する。アームの種類を変えることで、
細胞を動かしたり分断したりできる。

MMTによる細胞操作のための顕微鏡システム。
顕微鏡自体は一般的なものだが、観察対象を置く
部分に磁気駆動ステージが設置され、そこにMMT
を組み込んだマイクロ流体チップをセットする。

●磁気駆動マイクロツール（MMT）による細胞操作

顕微鏡

マイクロ流体チップ 磁気駆動テージ

研究成果展開事業【先端計測分析技術・機器開発プログラム】

　卵子から核を除去し（除核）、細胞を含む液
体を正確に指定の場所に移す（分注）技術は
バイオ分野で極めて重要だ。しかし、その操作
は複雑で高度なため、オペレーターの技能が
研究の成否に大きく影響することが問題とな
っている。JST【先端計測分析技術・機器開発
プログラム】の開発課題では、磁気駆動マイク
ロツール（MMT）をマイクロ流体チップ内に組

み込んで、非接触操作によって高速で除核す
ることに成功した。チップは使い捨てで、使いま
わしによる汚染の心配もなく、後処理も容易で
ある。また、インクジェット技術を応用した卵子
の分注技術も開発している。これらの技術は
従来に比べてはるかに簡便で、畜産や創薬、
医療分野の研究の進展に寄与するほか、細
胞に限らず微小物体の操作や各種計測など
を可能にすると期待されている。
　今後は、ＭＭＴの自動制御により、細胞操作
を自動で行うロボットの実用化も目指す。

アームの形を工夫したマイクロロボットにより、細胞を高
精度に切断することができる。

MMT

生物卵母細胞

100μm 100μm

※YouTubeにて「On-chip magnetically actuated microrobot with ultrasonic vibration for single cell manipulations」というタイトルで公開されています。
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TEXT：Office彩蔵

サ イトビジットとは、研究領域の長で
ある研究総括らが、各研究者が

拠点として活動している大学や研究施
設を訪問することです。チーム型研究で
イノベーションの創出を目指す戦略的創
造研究推進事業CRESTでは、普通、研
究テーマが採択された直後に行います。
サイトビジットは、研究者がどのような環境
や設備、体制で研究を行っているのか確
認するだけでなく、研究総括と研究者が、
ひざを交えて話し合うことのできる貴重な
機会でもあります。忌憚（きたん）なく意見
を交わせるサイトビジットは、大人数が出
席する会議にはないメリットがあり、
CRESTの領域目標の達成に向けて欠
かせないものです。
　私が担当しているCREST「ナノシステ
ム創製」領域では、サイトビジットには曽根
純一研究総括と私のほかに、領域アドバ
イザー数人が同行します。まず、研究者か
ら研究計画や現在行っている取り組み
についての紹介があり、その後に討論を
行い、最後に研究室や設備の見学、とい
うのが一般的な流れです。所要時間は2
時間程度としていますが、議論が白熱し
て超過してしまうこともしばしばです。
　サイトビジットは研究テーマ採択時だけ
でなく、研究がスタートしてから3年目、中
間評価の前にも行います。この場合、評
価を前提にしていますから、議論はより一
層熱の入ったものになり、緊張感も感じら
れるほどです。研究総括や領域アドバイ

ザーからの質問や助言も、より具体的に
なり、ときには厳しいものにもなります。
　先日訪問した、奈良先端科学技術大
学院大学物質創成科学研究科の浦岡
行治教授のチームへのサイトビジットで
も、曽根研究総括から、まさに具体的な
助言がありました。浦岡チームでは、たん
ぱく質の自己組織化を利用してナノ構造
を作成する「バイオナノプロセス」という技
術をもとに、メモリなどの電子デバイス、
MEMS、バイオセンサといったさまざまな
ナノデバイスの実現を目指しています。曽
根研究総括からの助言は、特に電子デ
バイス応用について「研究のステップア
ップには、半導体デバイスの専門家と直
接討論して、研究の方向性や可能性に
ついて意見をいただくことが有効」という
ものでした。
　この助言を受け、浦岡教授は曽根研
究総括とともに、半導体デバイスの企業
研究者が集結する研究拠点「超低電圧
デバイス技術研究組合（LEAP）」を訪問
することになり、私も同行しました。この訪
問はとても有意義なもので、「メモリ技術
では応用によって要求される特性や仕
様が異なってくるので、ねらいを絞ったほう
が良い」というコメントや「半導体関係の
専門家向けの会議で積極的に発表す
べきだ」との励ましの言葉をいただきまし
た。浦岡教授は、今回の訪問結果を参
考に、今後の研究展開を行っていくそう
です。

（左）産業技術総合研究所の畠チームへのサイトビジットでの討論。（中）LEAPで研究内容の紹介を行う浦岡教授。出席した
半導体デバイスの専門家から、さまざまな質問や助言をいただいた。（右）LEAP訪問後の曽根研究総括と浦岡教授。

イノベーション推進本部
研究領域総合運営部 主査

荒岡 礼  あらおか・あや（39）

●業務の内容
戦略的創造研究推進事業CREST
の研究領域「プロセスインテグレーシ
ョンによる機能発現ナノシステムの
創製」を担当。各研究者の支援や、
曽根研究総括から出されるアイデア
を形にすることで、研究領域を支える。

●Background
東京工業大学工学部金属工学科卒
業。同大学大学院理工学研究科博士
課程修了。博士（工学）。同大学助手、物
質・材料研究機構研究員などを経て
JSTに入社。入社後は一貫してCREST
のナノ材料分野を担当。現在7年目。
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